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第１章 計画策定にあたって 

 

１ 地域福祉とは 

 

「地域福祉」とは、 

ちいき に関わるさまざまな人の力で、ふ だんの く らしの し あわせを  

支え合う取り組みをいいます。  

 

私たちを取り巻く社会環境は、少子高齢化・核家族化の進行、経済成長の停滞、地域の連帯感の

希薄化などにより、これまでとは異なった状況になってきています。 

地域の住民一人ひとりが安心して暮らせる環境と幸せな生活を実現し、地域福祉を実現していく

ためには、それぞれの地域の特性に合わせた福祉サービスの提供だけでなく、地域住民がともに支

え合い、助け合っていくことが大切です。 

すべての市民一人ひとりの生活様式を大切にしながら、高齢、障がい、その他のさまざまな事情

から福祉サービスを必要とするようになっても、これまでの家族、友人、知人とのつながりを大切

に、文化やスポーツ、芸術、趣味などの社会的な活動に参加していくことで、誰もが自分らしく、

誇りをもって、地域の一員として安心していきいきと暮らすことができる福祉のまちづくりの実現

が「地域福祉」です。 

市民だれもが地域で支え合う仕組みづくりに行政が取り組むことで、さまざまな機関や団体、企

業そして市民が協働しながら、市民自身による「自助」と地域住民等がお互いに助け合う「互助」

の機能を高めていきます。 



2 

 

２ 計画策定の趣旨・背景 

 

わが国は、急速な少子高齢化に伴い、高齢者のひとり暮らしや高齢者夫婦のみの世帯といった高

齢者のみの世帯が増加し、要介護者が増加している中で、人口減少により、急激な介護力不足が予

想されています。 

さらに、地域コミュニティの変容による住民同士の関係の希薄化により、地域の子育て力や見守

り力の低下に伴う保護者の孤立や児童虐待、また、フリーターやニート、ひきこもりの増加に加え、

高齢化が相まって顕在化している 8050 問題、格差社会を背景に顕在化している生活困窮者問題や

子どもの貧困問題、発達障がいやその疑いのある子どもの増加、介護と育児に同時に直面する世帯

（ダブルケアを抱える世帯）の増加など、世代等を超えた複雑多様な生活課題、制度の狭間にある

地域福祉的な課題に対応していくことが求められています。 

このような社会状況にあるなか、国では、子どもから高齢者まで、障がいの有無にかかわらず、

すべての人々が一人ひとりの暮らしと生きがい、地域をともに創っていく「地域共生社会」の実現

をめざした取り組みを始めており、本市でもその対応が求められています。 

多様で複雑になる福祉ニーズへの対応は、これまでの公的サービスのみでは難しい状況にあるた

め、子どもから高齢者まで、すべての市民がいつまでも住み慣れた地域で安心・安全に暮らせるよ

うな地域づくりのために、何かあった時に住民同士が助け合える関係を構築しておくことが大切で

す。また、地域住民をはじめ、保健、医療、介護、福祉、ボランティア等に携わる方がネットワー

クを一層強化し、課題解決に取り組んでいくことが重要です。 

本市においては、これまで地域におけるさまざまな福祉課題に対応するため、国の動向や社会福

祉法の理念を踏まえ、平成 24 年（2012 年）３月に「第１期地域福祉計画」を策定し、福祉サービ

ス基盤の整備・充実や地域住民、事業者、関係団体などの主体的な福祉活動への取り組み支援など

の施策を進めてきました。 

本計画は、「第１期地域福祉計画」が令和３年度（2021 年度）で終了することから、国や県、社

会の動向を踏まえ、地域における福祉課題を再度整理し、市民、関係団体、企業・事業者、社会福

祉協議会、行政等が協力して課題解決に取り組むことをめざし、市民のニーズなどを踏まえつつ、

さらなる地域福祉の推進を目指して策定するものです。 
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３ 地域福祉に関する国等の動向 

 

（１）地域包括ケアシステムの構築 

団塊の世代のすべてが 75 歳以上の後期高齢者となる令和７年（2025 年）を目途に、重度な要

介護状態となっても住み慣れた地域で自分らしい暮らしを人生の最後まで続けることができる

よう、「住まい」「医療」「介護」「予防」「生活支援」が一体的に提供される「地域包括ケアシステ

ム」の構築が進められています。 

本市においては、地域包括ケアシステムにおける中核的な機関として、地域包括支援センター

を１か所、身近な地域における相談及び見守り体制の充実を図るため、在宅介護支援センター５

か所をブランチとして位置づけ、高齢者及びその家族からの相談に対応するワンストップ相談窓

口としての機能や関係機関との連絡調整機能の強化を図っています。 

 

（２）生活困窮者自立支援制度の導入 

失業や疾病の罹患など突発的な困難が生じたことによる社会からの孤立、長期的な景気低迷等

の影響を受けて経済的に困窮する人が増加している状況を踏まえ、最後のセーフティネットであ

る生活保護制度における自立助長機能の強化とともに、生活困窮者に対する、いわゆる「第２の

セーフティネット」の充実・強化を図ることを目的として、平成 25 年（2013 年）12 月に「生活

困窮者自立支援法」が成立しました。 

同法に基づき導入された生活困窮者自立支援制度では、経済的課題だけでなく、本人の状況に

応じ、できる限り幅広い支援を行うこと、さらに生活困窮者の早期把握や見守りのための地域ネ

ットワークの構築、社会資源の開発などを通じて、住民が「相互に支え合う」地域づくりを目指

すこととしています。 

本市においても、経済的な問題などで生活にお困りの方を対象に、自立支援相談員による相談

援助や住居確保給付金の支給などを行うとともに、ＮＰＯに委託して日常生活の維持に必要な一

時的な宿泊場所と食事等の提供による安全な居場所を確保するなどの支援策を用意しています。 

 

（３）社会福祉法の改正と地域共生社会の実現 

平成 28 年（2016 年）６月に閣議決定した「ニッポン一億総活躍プラン」において、支え手側

と受け手側に分かれるのではなく、地域のさまざまな人たちが役割を持ち、支え合いながら、自

分らしく活躍できる「我が事・丸ごと」地域共生社会の実現を目指すこととされました。 

「我が事・丸ごと」地域共生社会とは、これまで分野や対象者ごとに整備されてきた「縦割り」

の仕組みを見直すとともに、地域におけるすべての関係者が「他人事」ではなく「我が事」とし

て地域の生活課題を受け止め、「くらし」と「しごと」の全般まで含めて「丸ごと」対応していく

社会のことを言います。人・分野・世代を超えて、相互に支える・支えられる関係が不可欠であ

ることから、この社会の実現に向けた地域福祉の一層の推進が求められています。 
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（４）さまざまな差別の解消に向けた取り組み 

さまざまな差別の解消に向けて、国において、平成 28 年（2016 年）にいわゆる「人権三法」

と言われる、「障害を理由とする差別の解消の推進に関する法律（障害者差別解消法）」、「本邦外

出身者に対する不当な差別的言動の解消に向けた取組の推進に関する法律（ヘイトスピーチ解消

法）」、「部落差別の解消の推進に関する法律（部落差別解消法）」を施行し、個別の人権問題の解

決に向けた法律が整備されました。 

これらの法律には、差別的な言動に対する相談・教育・啓発活動の実施、障がいを理由とした

不当な差別的取扱いの禁止、事業者や行政機関・地方公共団体への「合理的配慮」の義務などが

明記されており、障がいの有無や民族・国籍などの違いを豊かさとして、互いにその人らしさを

認め合いながら、共に生きる社会を作ることを目指しています。 

本市においても、誰もが安心して暮らせる地域づくりに向けて、障がいのある人の権利と人権

擁護のため、「南あわじ市権利擁護センター」を開設し、各種相談への対応や自立や社会参加に向

けた支援を行っています。 

 

（５）成年後見制度の利用促進に向けた取り組み 

成年後見制度は、認知症、知的障がいその他の精神上の障がいがあることにより、財産管理や

日常生活等に支障がある人たちを支えるための重要な手段であるにもかかわらず、十分に利用さ

れていないことから、平成 28 年（2016 年）５月に「成年後見制度の利用の促進に関する法律」

が施行されました。 

この法律では、成年後見制度の利用の促進に関する施策を総合的かつ計画的に推進するため、

基本的な計画を定めることとされており、平成 29 年（2017 年）３月に「成年後見制度利用促進

基本計画」を閣議決定しました。 

また、市町村に対しても、成年後見制度の利用の促進に向けて自主的かつ主体的に、地域の特

性に応じた施策を策定し実施する責務が定められ、国の基本計画を勘案し、成年後見制度の利用

促進施策に関する基本的な計画を策定するよう努めることとしています。 

 

（６）重層的支援体制整備事業 

令和２年（2020 年）６月に、「地域共生社会実現のための社会福祉法等の一部を改正する法律」

が国会で可決・成立しました。改正法では、地域共生社会の実現に向けて包括的な支援体制を構

築することを目的に、「属性を問わない相談体制」「参加支援」「地域づくりに向けた支援」を目的

とする「新しい支援事業」のほか、社会福祉法人を中心とする「社会福祉連携推進法人」を新た

に創設することとしています。 

市町村においては、市町村の責務を具体化し、地域福祉を推進する上での公的責任を明確にす

るために、地域の力と公的な支援体制があいまって、地域生活課題を解決するための重層的な支

援体制の整備に努めることが規定されています。 



5 

 

（７）ＳＤＧｓ（持続可能な開発目標）の推進 

ＳＤＧｓは、平成 27年（2015 年）９月の国連サミットで採択された 2030 年を期限とする国際

社会全体の開発目標で、持続可能な世界を実現するための 17 のゴール（目標）と 169 のターゲ

ット（具体目標）で構成され、「地球上の誰一人として取り残さない」ことを誓っています。 

日本においても、政府にＳＤＧｓ推進本部が設置され、平成 29年（2017 年）12 月に閣議決定

された「まち・ひと・しごと創生総合戦略 2017 改訂版」において「ＳＤＧｓの推進は、地方創生

に資するものであり、その達成に向けた取り組みを推進していくことが重要」とされています。 

本市の地域福祉の取り組みは、「市民だれもが助け合う ふれあい 共生のまち 南あわじ」を目

指すことを掲げ、ＳＤＧｓの実現においても不可欠な取り組みといえます。 

本計画は、地域福祉と特に関連が大きいと言える「ゴール３ すべての人に健康と福祉を」、「ゴ

ール１ 貧困をなくそう」、「ゴール 10 人や国の不平等をなくそう」をはじめ、さまざまな取り組

みを連動させることで、持続可能な地域と福祉の仕組みをつくっていくことが期待されます。 
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４ 計画の性格と位置づけ 

 

（１）法的位置づけ 

「地域福祉計画」は、社会福祉法第４条に規定する「地域福祉の推進」を図るため、同法第 107

条の規定に基づき、地方公共団体が行政計画として策定する計画です。 

 

 

（２）地域福祉推進計画との関係 

地域福祉計画は、「地域の支え合い・助け合いによる地域福祉」を推進するため、一人ひとりの

尊厳を重んじ、人と人のつながりを基本とし「顔の見える関係づくり」や「ともに生きる社会づ

くり」を目指すための「理念」と「仕組み」をつくる計画です。 

地域福祉推進計画は、地域福祉の推進を目指して、社会福祉協議会が中心となり、地域住民や

住民組織、民生委員・児童委員、ボランティア団体、ＮＰＯ、福祉事業者などの民間団体等によ

る福祉活動の自主的・自発的な行動計画です。 

地域福祉推進のための基盤や仕組みをつくる「地域福祉計画」と、それを実行するための、地

域住民の活動・行動のあり方を定める「地域福祉推進計画」は、地域福祉の推進を目的として相

互に連携する必要があることから、それぞれの立場において、それぞれの役割を担い、相互に連

携し、補完・補強し合いながら、地域福祉を進展させていきます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

地域福祉を推進していくための 

行政計画 

 

 

 

公民の協働による計画 

 

住民や民間主体の主体的・ 

自発的な行動計画 

 

 

 

民間相互の協働による計画 

地域福祉計画 

役割分担 
相互連携 
補完 
補強 

地域福祉推進計画 

理念 仕組み 具体的な取り組み 

地域福祉の理念・目標・基本施策の共有 
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（３）市の他の計画との関係 

本計画は、第２次南あわじ市総合計画を上位計画とし、福祉の分野だけでなく、防災、教育、

まちづくりなどあらゆる分野において地域福祉に関する部分との連携や調整を横断的に図りな

がら、これらの計画を包括し、各計画の施策を推進する上での共通理念を示すものです。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（４）計画の期間 

本計画の計画期間は、令和４年度（2022 年度）を初年度として令和８年度（2026 年度）までの

５年間とします。 

なお、社会経済情勢や制度改正など、地域の状況が大きく変化した場合には、計画期間中にお

いても見直しを行うこととします。 

 

第２期南あわじ市地域福祉計画 
 

地域福祉に関する部分の連携 

南
あ
わ
じ
市
地
域
福
祉
推
進
計
画 

（
社
会
福
祉
協
議
会
に
よ
る
計
画
） 

南あわじ市総合計画 

老
人
福
祉
計
画
・
介
護
保
険
事
業
計
画 

障
害
者
計
画 

・
障
害
福
祉
計
画
・
障
害
児
福
祉
計
画 

そ
の
他
の
本
市
の
計
画 

健
康
増
進
・
食
育
推
進
計
画 

子
ど
も
・
子
育
て
支
援
事
業
計
画 
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５ 計画の策定方法 

 

本計画は、現状を把握するためにアンケート調査や地区懇談会を実施するとともに、計画の策定

にあたっては策定委員会での協議を行うなど、積極的な住民参加を得ながら策定しました。 

また、社会福祉協議会で策定する「地域福祉推進計画」との連携を強化するため一体となって調

査し、計画策定を行いました。 

 
 

（１）南あわじ市地域福祉計画策定委員会における審議 

学識経験者、関係団体の代表者などで組織する「南あわじ市地域福祉計画策定委員会」を開催

し、計画についての検討・審議を行い、その結果を計画の策定に反映させました。 

 

（２）市民アンケート調査 

市民のニーズを的確に把握し、地域福祉に関する実態を踏まえた計画とするため、市内にお住

まいの 18歳以上の 2,000 人の方を対象としたアンケート調査を実施しました。 

 

（３）地区懇談会 

地域福祉の主体である地域住民が、「自分たちの地域をどうしたいか」を話し合い、意見を交換

する場として、また、地域内のさまざまな福祉活動者や当事者、施設などが連携するきっかけと

なる機会づくりとして、市内４地区において「地区懇談会」を実施しました。 

 

（４）パブリックコメントの実施 

市民から広く意見を得て計画策定を進めることを目的とし、パブリックコメント（意見募集）

を実施しました。 

■実施期間：令和４年（2022 年） １月 １日（土）～ １月 31 日（月） 

■意見提出：２名（意見件数３件） 
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６ 地域のとらえ方 

 

地域福祉では、地域に生活する住民にしか見えない生活課題や身近でなければ早期発見しにくい

課題に取り組むことになります。つまり地域福祉活動はそのような課題が見えやすい小さな圏域で

行われるものとなります。 

世帯数や住民の年齢層の違いなど各地域によって生活課題や活動内容は異なることから、この計

画でいう小地域とは「旧小学校区圏域」を基本としながら、活動の目的や対象者、その内容に応じ

て南あわじ市内の活動圏域を重層的にとらえ、活動していきます。 

 

■ 地域福祉を推進するための圏域のイメージ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 第１層  市全域 ～ 制度や施策につなげるエリア 

○事業所や企業、行政などが、地域の課題などをふまえて、必要な資源やサービスを

開発していきます。 

○また、横断的な相談窓口の仕組みをつくっていきます。 

 第２層  旧町（４地域） ～ 地域と専門職がつながるエリア 

○小地域では解決できない課題について、情報共有やサービスへつなげる場とし

て、ネットワークづくりに取り組みます。 

 第３層  旧小学校区圏域（21 地区）～ みんなの力をつなぐエリア 

○地域の行事やイベントを通じて、それぞれの顔が見える関係性をつくっ

ていきます。 

○話し合いを通じて困りごとの共有や 解決に向けて取り組みます。 

 第４層  自治会・隣保 ～ ご近所つながりエリア 

○ご近所や隣保でのつながりや見守りは地域福祉活動の基盤です。

身近なところでさまざまな人が「集える場」づくりや、交流する

機会を増やし、地域での支え合い活動をすすめていきます。 
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第２章 南あわじ市の地域福祉を取り巻く現状と課題 

 

１ 統計データ等からみる南あわじ市の状況 

 

（１）人口の推移 

南あわじ市の人口は年々減少傾向にあり、令和２年（2020 年）３月末現在の人口は 46,767 人

となっています。一方、高齢者人口は年々増加し、令和２年（2020 年）３月末現在で 16,140 人、

高齢化率は 34.5％となっています。 

 

《年齢３区分人口の推移》 

 

 

《年齢３区分人口構成比の推移》 

 

【資料】南あわじ市資料（各年３月末現在） 

5,970 5,929 5,833 5,666 5,589 5,488

28,063 27,308 26,692 26,042 25,215 25,139

15,511 15,809 15,902 16,063 16,096 16,140

49,544 49,046 48,427 47,771 46,900 46,767

0
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高齢者人口（65歳以上） 生産年齢人口（15～64歳） 年少人口（15歳未満）
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（人） 

（％） 
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（２）地域ごとの状況 

本市の地域別の状況をみると、保健・福祉施設や公民館などの地域資源に差があり、抱えてい

る課題も地域において異なりがみられます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【資料】南あわじ市資料（令和３年３月末現在） 

西淡地域 

三原地域 

緑地域 

南淡地域 

《西淡地域》 

人口 9,766 人 

世帯数 4,193 世帯 

世帯当たり人口 2.33 人 

高齢化率 38.9％ 

公民館 ７か所 

介護老人福祉施設 ２か所 

老人福祉センター １か所 

診療所（公立） ２か所 

 

《南淡地域》 

人口 15,597 人 

世帯数 6,975 世帯 

世帯当たり人口 2.24 人 

高齢化率 38.1％ 

公民館 ７か所 

介護老人福祉施設 １か所 

老人福祉センター ５か所 

診療所（公立） ２か所 

病院（有床） １か所 

 

《三原地域》 

人口 15,069 人 

世帯数 6,171 世帯 

世帯当たり人口 2.44 人 

高齢化率 31.5％ 

公民館 ５か所 

介護老人福祉施設 ２か所 

病院（有床） ３か所 

 

《緑地域》 

人口 5,828 人 

世帯数 2,404 世帯 

世帯当たり人口 2.42 人 

高齢化率 29.8％ 

公民館 ２か所 

介護老人福祉施設 １か所 

老人福祉センター １か所 

病院（有床） １か所 
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（３）高齢者の状況 

 ① 高齢者のいる世帯の状況 

65 歳以上がいる世帯は増加傾向にあり、平成 27 年（2015 年）では 9,738 世帯と、平成 22 年

（2010 年）の 9,220 世帯から 518 世帯増加しています。 

65 歳以上がいる世帯のうち単独世帯の割合も年々上昇し、平成 27年（2015 年）では 21.4％と

なっています。 

 

《高齢者世帯の推移》 

 

 

《単独世帯・夫婦のみ世帯割合の推移》 

 

【資料】南あわじ市老人福祉計画及び介護保険事業計画 

 

1,713 1,787 1,861 1,935 2,009 2,083

1,630 1,691 1,753 1,814 1,875 1,936

5,877 5,846 5,813 5,782 5,750 5,719

9,220 9,324 9,427 9,531 9,634 9,738
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65歳以上がいる世帯のうち単独世帯の割合

65歳以上がいる世帯のうち夫婦のみ世帯の割合

（世帯） 

（％） 
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 ② 要介護認定者数の推移 

要介護認定者数の推移をみると、平成 27年（2015 年）以降、横ばい傾向となっていたものの、

令和３年（2021 年）３月末時点では 3,196 人とやや増加しています。 

認定率でみると、平成 27 年（2015 年）以降、横ばい傾向となっており、令和３年（2021 年）

３月末時点で 19.7％となっています。認定率を全国・兵庫県と比較すると、兵庫県に比べるとや

や低い数値で推移しています。 

今後の高齢化に伴い、さらに要介護認定者数の増加が見込まれます。 

 

《要介護認定者数の推移》 

 

《認定率の推移（全国・兵庫県との比較）》 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
【資料】平成 27 年～令和元年：厚生労働省「介護保険事業状況報告（年報）」（各年３月末現在） 

令和２年・令和３年：「介護保険事業状況報告（３月月報）」（各年３月末現在） 

 

440 507 528 597 660 608 679
430 431 442 449 459 446 441
639 684 754 766 720 727 693
532 486 461 438 441 453 464
382 387 375 351 347 370 382
406 350 322 325 319 314 355
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20.2 19.9 19.7 19.6 19.6 19.3 19.7
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（４）障がいのある人の状況 

障がいのある人の状況は、身体障害者手帳所持者（身体障がいのある人）はやや減少傾向とな

っているのに対し、療育手帳所持者（知的障がいのある人）、精神障害者保健福祉手帳所持者（精

神障がいのある人）はやや増加傾向となっています。 

 

《身体障害者手帳所持者数（身体障がいのある人）の推移》 

 

 

《療育手帳所持者数（知的障がいのある人）の推移》 

 
 

《精神障害者保健福祉手帳所持者数（精神障がいのある人）の推移》 

 

【資料】南あわじ市（各年３月末現在） 
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（５）子どもの状況 

 ① 子どものいる世帯の状況 

総世帯数はやや増加傾向にありますが、「６歳未満及び 18 歳未満の子どもがいる世帯」は減少

しており、令和２年（2020 年）の「６歳未満の子どもがいる世帯」は 1,353 世帯、「18歳未満の

子どもがいる世帯」は 3,462 世帯となっています。 

また、「18 歳未満の子どもがいる世帯」のうち、母子世帯・父子世帯を合わせた「ひとり親世

帯」（核家族世帯）は 267 世帯で、18 歳未満の子どもがいる世帯数の１割近くとなっています。 

 

《子どもがいる世帯のうち、ひとり親世帯数の状況》 

 平成 27 年（2015 年） 令和２年（2020 年） 

世帯数 構成比(％) 世帯数 構成比(％) 

総世帯数 16,940 100.0 17,011 100.0 

 ６歳未満の子どもがいる世帯 1,565 9.2 1,353 8.0 

18 歳未満の子どもがいる世帯 3,979 23.5 3,462 20.4 

 うち母親と子どもの核家族世帯 290 1.7(7.3) 244 1.4(7.0) 

うち父親と子どもの核家族世帯 32 0.2(0.8) 23 0.1(0.7) 
※（ ）内は、「18 歳未満の子どもがいる世帯数」に対する比率 

【資料】国勢調査（各年 10 月１日現在） 

 

 ② 入園児童の推移 

入園児童の推移をみると、保育所（園）、幼稚園ともに、平成 29 年（2017 年）以降、横ばい傾

向となっていたものの、令和３年（2021 年）時点では、保育所（園）では 1,264 人、幼稚園では

78 人とやや減少しています。 

 

《入園児童の推移》 

 

【資料】南あわじ市資料（各年３月末現在） 
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（６）生活の生きづらさに関する状況 

 

 関連項目 件数・人数 期間・時点 情報元 

1 生活保護相談件数 116 件 令和２年度 市福祉課 

2 生活保護受給世帯数 266 世帯・337 人 令和２年度 市福祉課 

3 自立相談支援機関相談件数 104 件 令和２年度 市福祉課 

4 地域福祉権利擁護事業契約者 26 件 令和２年度末 
南あわじ市社会福祉
協議会 

5 小口資金貸付制度利用者数 
195 件 

(うち特例貸付 193 件) 
令和２年度 

南あわじ市社会福祉
協議会 

6 児童扶養手当受給者数 305 世帯 令和２年度末 市子育てゆめるん課 

7 
準要保護児童数 
（就学援助費受給者） 

小学校 17％ 
中学校 17％ 

令和２年度末 市学校教育課 

8 高齢者虐待認定人数 １人 令和２年度 市長寿・保険課 

9 高齢者虐待通報件数 11 件 令和２年度 市長寿・保険課 

10 障がい者虐待認定人数 ２人 令和２年度 市福祉課 

11 障がい者虐待通報件数 ２件 令和２年度 市福祉課 

12 児童虐待相談件数 91 件 令和２年度 市子育てゆめるん課 

13 福祉医療助成対象者数 6,423 人 令和２年度末 市長寿・保険課 

14 小中学校不登校児童率 
小学校 0.6％ 
中学校 2.7％ 

令和２年度末 市学校教育課 

15 自殺者数 ３人 令和元年 
保健統計年報 
（人口動態調査） 

16 市県民税滞納者数 881 人 
令和２年度末 

（令和３年５月末） 
市税務課 

17 国民健康保険税滞納者数 1,010 人 
令和２年度末 

（令和３年５月末） 
市税務課 

18 
後期高齢者医療保険料滞納者
数 

56 人 
令和２年度末 

（令和３年５月末） 
市長寿・保険課 
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 関連項目 件数・人数 期間・時点 情報元 

19 介護保険料現年度滞納者数 207 人 
令和２年度末 

（令和３年５月末） 
市長寿・保険課 

20 水道料金滞納者数 187 人 
令和２年度末 

（令和３年５月末） 
淡路広域水道企業団 

21 下水道使用料滞納者数 54 人 
令和２年度末 

（令和３年５月末） 
市下水道課 

22 市営住宅使用料滞納者数 56 人 
令和２年度末 

（令和３年５月末） 
市建設課 

23 
保育園・幼稚園など保育料滞
納者数 

６人 
令和２年度末 

（令和３年５月末） 
市子育てゆめるん課 

24 単独世帯 4,738 世帯 令和２年 国勢調査 

25 離婚件数 69 件 令和元年 人口動態調査 

26 住民税非課税世帯数 5,800 世帯 令和２年度 市税務課 
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２ アンケート調査等からみる南あわじ市の状況 

 

（１）市民アンケート調査 

地域住民が支え合い、誰もが安心して暮らせる福祉社会の実現に向けて、市民の地域福祉に関

する現状や意見を把握し、市の施策や計画の基礎資料とするために実施しました。 

 

■調査の概要 

・調査対象：南あわじ市内にお住まいの 18歳以上の男女 2,000 人 

・調査方法：無作為抽出による郵送配布・郵送回収 

・調査期間：令和３年（2021 年）３月１日 ～ 令和３年（2021 年）３月 31 日 

・回収状況：1,119 人（有効回収率：56.0％） 

 

 ① 回答者の属性 

■ 回答者の居住地区  

回答者の居住地区は、「福良地区」が最も多く、次いで「広田地区」、「榎列・倭文地区」、「市地

区」の順となっています。 

 

■ 回答者の年齢  

回答者の年齢は、「60～69 歳」が２割以上を占めて最も高く、次いで「70～79 歳」、「50～59 歳」

の順となっており、『60歳以上』が半数以上を占めています。 
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 ② 近所とのつきあいや地域活動などについて 

■ 近所づきあいの考え方  

近所づきあいの考え方は、年代が高いほど「親しく相談したり、助け合ったりするのは当然で

ある」や「わずらわしいと感じることもあるが、日常生活の中で助かることが多いので必要であ

る」の回答が多く、年代が低いほど必要性を感じていない人が多くなっています。 

 

■ 近所づきあいの状況  

実際の近所づきあいの状況においても、年代が高いほど「困りごとの相談をしたり、助け合う

ような付き合い」や「簡単な頼みごとをしたり、土産物を分け合うような付き合い」などの回答

が多く、年代が若いほど「ほとんど（もしくは全く）付き合いはない」が多くなっています。 

 

20.8

10.3

12.9

18.7

27.5

41.3

53.5

41.7

53.3

52.9

53.6

55.0

41.8

32.3

10.4

18.7

21.3

17.5

9.6

7.7

6.3

21.9

13.1

9.0

4.8

4.0

3.8

2.4

4.2

4.7

3.9

3.6

2.4

3.8

1.6

1.0

0.0

0.0

1.8

1.6

1.4

3.9

0% 20% 40% 60% 80% 100%

18～29歳

(n=96)

30～39歳

(n=107)

40～49歳

(n=155)

50～59歳

(n=166)

60～69歳

(n=251)

70～79歳

(n=208)

80歳以上

(n=127)

親しく相談したり、助け合ったりするのは当然である
わずらわしいと感じることもあるが、日常生活の中で助かることが多いので必要である
わずらわしいことが多いので、あまりしたくない
なくても困らないので、したくない
その他
無回答

3.1

4.7

5.2

4.8

10.4

11.1

17.3

11.5

13.1

27.1

36.7

39.0

43.8

38.6

67.7

72.9

57.4

55.4

46.2

40.9

35.4

17.7

9.3

9.0

2.4

3.2

2.9

3.1

0.0

0.0

1.3

0.6

1.2

1.4

5.5

0% 20% 40% 60% 80% 100%

18～29歳

(n=96)

30～39歳

(n=107)

40～49歳

(n=155)

50～59歳

(n=166)

60～69歳

(n=251)

70～79歳

(n=208)

80歳以上

(n=127)

困りごとの相談をしたり、助け合うような付き合い

簡単な頼みごとをしたり、土産物を分け合うような付き合い

会えばあいさつする程度の付き合い

ほとんど（もしくは全く）付き合いはない

無回答
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 ③ ボランティア活動について 

■ 地域活動・ボランティア活動への参加状況  

地域活動・ボランティア活動への参加状況は、現在活動している人が 40～69 歳で多くなって

いるのに対し、18～29 歳では１割未満と、年代が低いほど参加率は低くなっています。 

一方で、参加率の低い 20～30 歳代においても、「活動したことはないが条件が合えば参加した

い」が１割程度を占めており、潜在的な参加意向者を含めると半数程度を占めています。 

 

■ 地域活動・ボランティア活動に参加していない理由  

地域活動・ボランティア活動に取り組んでいない人の理由については、「仕事や家事が忙しく時

間が取れないから」が最も多く、次いで「どんな活動があるのか知らないから」となっています。 

 

5.2

15.9

21.9

18.7

25.5

16.3

12.6

32.3

17.8

27.7

37.3

31.9

36.1

42.5

54.2

50.5

45.2

39.2

33.5

33.2

30.7

8.3

15.0

4.5

4.2

8.0

7.2

3.9

0.0

0.9

0.6

0.6

1.2

7.2

10.2

0% 20% 40% 60% 80% 100%

18～29歳

(n=96)

30～39歳

(n=107)

40～49歳

(n=155)

50～59歳

(n=166)

60～69歳

(n=251)

70～79歳

(n=208)

80歳以上

(n=127)

現在活動している

以前活動したことがある

活動したことがない

活動したことはないが条件が合えば参加したい

無回答

31.0

23.9

12.1

9.2

9.1

7.7

6.9

6.2

1.3

1.7

38.0

0 10 20 30 40 50

仕事や家事が忙しく時間が取れないから

どんな活動があるのか知らないから

身近に活動グループや仲間がいないから

健康に自信がないから

人と接することが好きではないから

経済的な余裕がないから

参加する必要性を感じないから

興味や関心の持てる活動がないから

家族や職場の理解が得られないから

その他

無回答

全体

(n=519)

（％） 
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■ 地域活動・ボランティア活動に参加するための条件（○は３つまで）  

地域活動・ボランティア活動に参加するための条件については、「きっかけさえあれば」が４割

以上を占めて最も多く、次いで「自分の好きな時間に行えるのであれば」、「自宅や近くでできる

ことがあれば」の順となっており、参加のきっかけや参加方法を工夫することで参加できる人が

増えることが推測されます。 

 

■ ボランティア活動を行いやすくするための支援  

ボランティア活動を行いやすくするための支援では、「ボランティア活動に関する情報提供」が

４割以上を占めて最も多く、次いで「ボランティアに関する活動費の補助（交通費等）」、「ボラン

ティア活動先の紹介（マッチング）」の順となっており、活動の拡充に向けては情報提供、活動の

継続に向けては周囲の理解を望む人が多くなっています。 

 

42.0

34.6

28.4

14.8

9.9

4.9

8.6

0.0

3.7

24.7

0 10 20 30 40 50

きっかけさえあれば

自分の好きな時間に行えるのであれば

自宅や近くでできることがあれば

体験や研修を受けられる機会があれば

近所の人など、顔見知りの人の手伝いであれば

近所でない、知らない人の手伝いであれば

お金の負担がなければ

少しでも報酬やポイントがもらえるのであれば

その他

無回答
全体

(n=81)

43.3

24.4

19.7

13.3

11.9

10.5

9.7

5.1

4.1

1.9

10.9

21.4

0 10 20 30 40 50

ボランティア活動に関する情報提供

ボランティアに関する活動費の補助（交通費等）

ボランティア活動先の紹介（マッチング）

ボランティア活動者同士の交流の場

ボランティア休暇等、職場からの支援

ボランティア活動に対する職場の理解

ボランティア活動に関する研修会の機会

ボランティア活動に対する相談対応

ボランティア活動に対する証明書などの発行

その他

特にない

無回答
全体

(n=1,119)

（％） 

（％） 
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 ④ 福祉に関わる支援者等について 

■ 南あわじ市社会福祉協議会の認知度  

南あわじ市社会福祉協議会の認知度は、ほとんどの年代で「名前は知っているが、活動内容は

知らない」が最も多くなっています。また、年代が低いほど認知度は低く、18～29 歳では「知ら

ない（初めて聞いた）」が４割以上となっています。 

 

■ 民生委員・児童委員の認知度  

民生委員・児童委員の認知度（「よく知っている」＋「ある程度知っている」）は、年代が低い

ほど低く、18～29 歳では１割程度となっています。 

 

4.2

15.0

25.2

22.9

38.6

38.5

42.5

33.3

57.9

45.2

47.6

43.4

40.9

39.4

42.7

13.1

9.7

15.1

4.4

5.8

3.9

19.8

14.0

20.0

14.5

13.5

14.9

14.2

0% 20% 40% 60% 80% 100%

18～29歳

(n=96)

30～39歳

(n=107)

40～49歳

(n=155)

50～59歳

(n=166)

60～69歳

(n=251)

70～79歳

(n=208)

80歳以上

(n=127)

名前も、活動内容も知っている

名前は知っているが、活動内容は知らない

知らない（初めて聞いた）

無回答

1.0

2.8

13.5

6.6

18.3

25.0

26.0

12.5

34.6

31.6

39.8

48.6

40.4

40.2

24.0

35.5

30.3

31.9

18.3

19.7

18.1

42.7

13.1

4.5

7.2

1.2

1.4

5.5

19.8

14.0

20.0

14.5

13.5

13.5

10.2

0% 20% 40% 60% 80% 100%

18～29歳

(n=96)

30～39歳

(n=107)

40～49歳

(n=155)

50～59歳

(n=166)

60～69歳

(n=251)

70～79歳

(n=208)

80歳以上

(n=127)

よく知っている ある程度知っている あまり知らない

まったく知らない 無回答
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 ⑤ 生活上の悩みや手助け等について 

■ 現在、生活上の問題で相談や助けを必要とするときに相談している人  

現在、生活上の問題で相談や助けを必要とするときに相談している人では、「家族、親戚」が約

９割を占めて最も多く、次いで「友人、知人」、「市役所」、「職場の人」の順となっており、家族

や友人などの近しい人以外の相談機関などへ相談している人は１割未満となっています。 

 

89.2

42.0

9.7

9.5

8.8

7.4

5.9

3.9

3.4

2.4

1.7

1.4

1.3

1.0

0.5

0.4

0.4

0.0

1.4

1.0

0.7

1.7

0 20 40 60 80 100

家族、親戚

友人、知人

市役所

職場の人

隣近所

医療機関

ケアマネジャー・相談支援専門員

インターネットやＳＮＳ

自治会・隣保等

社会福祉協議会

民生委員・児童委員

福祉関係施設（ホームヘルパーなど）

市民交流センター・公民館

地域包括支援センター

農協・漁協

ボランティア・ＮＰＯ

所属している団体やサークル等

近隣の商店

その他

誰にも頼みたくない

頼みたくても相談や手助けの相手が誰もいない

無回答
全体

(n=1,119)

（％） 
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■ 福祉サービスに関する情報の入手先  

福祉サービスに関する情報の入手先は、「家族、親戚」が約３割と最も高くなっている一方で、

「情報は入ってこない」が１割以上となっています。 

年代別でみると、年代が高いほど「新聞・雑誌・テレビ・ラジオ」や「自治会等」、「ケアマネ

ジャー・相談支援専門員」、「社会福祉協議会」などで高くなっており、反対に年代が低いほど「イ

ンターネットやＳＮＳ」が高くなっています。また、情報を入手できていない人が多くなってい

ます。 

 

 

30.6

28.0

20.7

20.5

16.4

9.3

8.2

7.9

7.2

4.9

3.4

2.6

2.6

2.3

2.3

1.3

0.8

0.3

0.1

1.6

12.6

4.2

0 5 10 15 20 25 30 35

家族、親戚

市役所

友人、知人

新聞・雑誌・テレビ・ラジオ

インターネットやＳＮＳ

社会福祉協議会

自治会等

ケアマネジャー・相談支援専門員

医療機関

隣近所

福祉関係施設（ホームヘルパーなど）

市民交流センター・公民館

保育所、幼稚園、学校等

民生委員・児童委員

地域包括支援センター

所属している団体やサークル等

子育て学習支援センター

ボランティア・ＮＰＯ

農協・漁協

その他

福祉サービスに関する情報は入ってこない

無回答
全体

(n=1,119)

（％） 
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 ⑥ 福祉のまちづくりのために優先して取り組むべきこと 

福祉のまちづくりのために優先して取り組むべきことは、「福祉・保健サービスに関する情報提

供を充実させる」が４割以上、「身近な所で相談できる窓口を充実させる」が３割以上を占めて、

その他の項目と比べても高い割合となっており、情報提供や相談窓口の充実を望む人が多くなっ

ています。 

 

 

43.9

34.6

17.4

16.4

15.0

13.0

11.3

10.4

9.9

9.5

8.0

6.9

5.0

2.1

6.4

5.2

0 10 20 30 40 50

福祉・保健サービスに関する情報提供を充実

させる １

身近な所で相談できる窓口を充実させる

多様なニーズに応えるようサービスの種類を

増やす １

地区や、となり近所で支えあう体制を充実さ

せる １

福祉・保健サービスを提供する事業者を増や

す １

バリアフリー化などの環境整備を進める

学校における福祉教育を充実させる

防災に関する住民への啓発を行う

福祉・保健に関する住民への啓発を行う

地域福祉活動の拠点となる場所をつくる

地域福祉活動の中心となる住民（地域福祉の

リーダー）を育てる １

福祉に関わる既存の組織のネットワーク化を

進める １

地域福祉に関するボランティア活動を活発に

する １

その他

特にない

無回答
全体

(n=1,119)

（％） 
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（２）関係団体等ヒアリング調査 

行政の関係機関や本市で活動する団体・企業等の、福祉における実態を把握するとともに、市

民アンケート調査等では把握できない地域の現状及び課題をお聞きし、計画を策定する基礎資料

として活用するために実施しました。 

 

■調査対象 

分類 団体等名称 

行政 

福祉課 

地域包括支援センター 

子育てゆめるん課 

子育て学習・支援センター 

健康課 

危機管理課 

教育 

保育所・こども園・幼稚園 

小学校・中学校 

高等学校（淡路三原高校） 

大学（吉備国際大学南あわじ志知キャンパス） 

専門学校（平成淡路看護専門学校） 

福祉事業所 

淡路ブロック老人福祉事業協会 

淡路障害者自立支援協議会 こども連絡会 

淡路障害者自立支援協議会 サービス管理責任者連絡会 

社会福祉法人 育世会 

団体 

社会福祉協議会 

自治会、地域づくり協議会 

老人クラブ連合会 

シルバー人材センター 

南あわじ市連合ＰＴＡ 

民生委員・児童委員連合会 

身体障害者福祉協会 

手をつなぐ育成会 

精神障がい者とその家族のためのセルフヘルプグループ みはら家族会 

ＮＰＯ法人 ソーシャルデザインセンター淡路（ＳＯＤＡ） 

ＮＰＯ法人 コミュニティスペースエモラボ 

いずみ会 

ひこばえグループ 

フードバンク淡路島 

商工経済産業 

ＪＡあわじ島 

南あわじ漁協 

南あわじ市商工会 

生活協同組合コープこうべ 協同購入センター淡路 
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 ① 行政・教育機関 

■ 早急に取りかかるべき課題や問題点とその解決策  

早急に取りかかるべき課題や問題点 課題や問題点に対する解決策 団体名 

障がいのある人や支援者等からの相談は

主に行政や行政が委嘱した相談員や相談

支援事業所が担っているが、地域ニーズ

の把握が難しい。 

地域包括支援センター、民生委員・児童委

員、地域住民との連携。住民への障がい特

性にかかる理解促進のための啓発活動に

より、地域に住む誰かが気付き、専門機関

へつなぐことができる体制をつくる。 

福祉課 

高齢者からの相談を受け付ける機関であ

るが、家族がいても対応してもらえない

ケース、家族から「代わりに市役所が対応

しておいて」等と言われるケースが増え

てきている。 

これまではあまり市役所が対応できる

「公助」の部分と、家族に対応していただ

く「自助」の部分を、市民に明確に示して

いなかったが、今後は「公助」の限界につ

いても示していく必要がある。 

地域包括 
支援センター 

就学前の人口は年々減少傾向にあるが、

０～２歳児の公立保育施設入所児童数は

減っておらず、途中入所に対する保育士

の確保が課題である。 

今後保育施設運営について検討する必要

がある。 

子育て 
ゆめるん課 

幼稚園、保育所との連携がない。 
幼稚園・保育所の入園前に、こんな悩みを
持った保護者がいる等とつなげることが
できればいいと思う。 

子育て学習・
支援センター 

保健師さんとの連携がない。 
南あわじ市くらいの規模であれば出産か
ら一貫して子どもの成長を見守ることが
できるのではないか。 

子育て学習・
支援センター 

保育園に通っていない、子育て学習・支援
センターにも来ない孤立している保護者
の情報がない。個人情報保護により、こち
らから電話、訪問等で勧誘ができない。 

― 
子育て学習・
支援センター 

大規模災害発生時は、市役所単体では対
応することはできず、各関係機関・団体・
ボランティア・各市民の方々と連携し、た
くさんの事案・問題にかかる必要がある。 

社会福祉協議会と市役所の連携をさらに
進め、大規模災害の対策や災害対応の時
期から平常時への移行にあたっての対応
の検討などについて協議していきたい。 

危機管理課 

感染症に関連したボランティア受け入れ
についての各種事項が問題となってい
る。 

感染症を考慮して地域内からのみ受け入
れを行うのか、どのように対策を行うか、
受入施設をどこにするか等について社会
福祉協議会と協議を深めていく。 

危機管理課 

保育園に通っていない方の、子育てへの
悩みのサポート（子育て相談など）をする
必要がある。地域で子育てしている親子
の相談窓口を地域の保育園ができると良
いが、その体制が整っていない。 

保育園内において主任保育士がフリー保
育士として滞在し、若手職員の育成と保
育園に通っている保護者や地域の未就園
児を抱える保護者への支援ができる環境
が整っていればできるように思う。 

保育所・こど
も園・幼稚園 

保育士・親の子育てに関しての資質向上。 
健診等で市がパンフレットを配布し、講
習会を開く。都会に比べると講習会等が
少ないので、知識を得る機会が少ない。 

保育所・こど
も園・幼稚園 

自然豊かな土地だが、都会に比べて親子
で遊べるところ（公園）などが少ない。 
園庭開放などのあそび場づくり。 

各地域でふれあう場所を増やすのはどう
か。悩みなどは雑談の中で相談しやすい。 

保育所・こど
も園・幼稚園 

子どもの出生率が低下、地域の子ども数
の減少、就労する保護者にとってのニー
ズ（保育時間）が合わず、入園児童がいな
い。幼稚園の存続問題が課題となる。 

地域課題ともなるので、地域住民と解決
のため必要となる発想や具体的な対策を
考えていきたい。 

保育所・こど
も園・幼稚園 

現在のＳＳＷのほとんどは退職教職員な
ので福祉との連携についての知識やスキ
ルが不十分な面がある。 

ＳＳＷのスキルアップのための連携。存
在の重要性を考えると、この課題に対応
していくことが、児童生徒の支援をより
適切に進めることにつながる。 

小・中学校 
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早急に取りかかるべき課題や問題点 課題や問題点に対する解決策 団体名 

生きにくさを抱えた生徒などへの対応。 
友人や保護者、時には行政等と連携を図
りつつ、引き続きサポートしていく。 

高等学校 

鉄道が無い淡路島においては、車（バス）
による交通網が移動手段の主となる。過
疎地域へのバスの循環は赤字路線となり
財政を圧迫する。 

他自治体では、乗り合いタクシーのよう
な形で、利用者の都合に合わせて１回 300
円の予約制により山間地域等の移動手段
のない人たちの足となっている。赤字路
線を廃止し、新交通手段で交通弱者の救
済を行っている。 

大学 

 

■ 困ったとき相談できる窓口（身近な相談体制）について今後取り組むべきこと  

困ったとき相談できる窓口（身近な相談体制）について今後取り組むべきこと 団体名 

相談にかかる支援体制の充実。 福祉課 

制度では対応できないケースが増加している。相談の種類によっては市が介入できる
理由・介入できない理由を法的な根拠を持って示す場合も出てくると思われるが、今
後はそういった際に法的な裏付けが確認できる相談機関が必要だと考えている。 

地域包括 
支援センター 

県レベルの講習会、研修会があれば良いと思う。 
子育て学習・
支援センター 

ひきこもりの人の把握、相談窓口の情報提供ができればと思う。また、中学校で適応
教室に通学していた人、不登校だった人に対する相談窓口の情報提供が必要。 

健康課 

地域における活動や普段の活動で色々とノウハウや知識を持っていると思うので、問
題・課題に対する連携のみならず、知識やノウハウ等についてご教示いただくという
手段的な方面での連携も可能であれば進めてもらうことを希望する。 

危機管理課 

フリー主任保育士もしくは、経験豊富な再任用が保護者相談、子育て相談ができる体
制があればと思う。各園で難しいのなら、市の担当課に配属で主任保育士並びに再任
用職員の要請があればいつでも出動できるようにすれば可能だと思う。 

保育所・こど
も園・幼稚園 

保育士研修の講師などを呼び、楽しく子育てできる講話を聞いたり、親子遊びができ
る研修を開催するなど、気軽に相談できる機関ができたらと思う。専門性が高い講師
を定期的に呼んではどうか。 

保育所・こど
も園・幼稚園 

保育所に相談窓口はあるものの、ゆったり相談にのれる時間が持てない。市役所で相
談専属の方を置けば良いと思う。 

保育所・こど
も園・幼稚園 

志知地区では未就園児を持つ保護者同士が誘い合い、公民館に出向いている。連絡便
の持参時に、幼稚園職員が保護者や子どもと顔を合わす機会がある。同様に小学校の
先生とも会話をする機会があり、名前を覚えてもらっている。県外出身の方も多く、
平日は一人で子育てをしている場合が多い。そこで親同士のつながりができる。公共
の場を活用できると、保護者も安心して出向き、地域の方と顔を合わす機会になる。 

保育所・こど
も園・幼稚園 

不登校生の中学校卒業後の相談窓口が見当たらないので、福祉課の事業を活用しなが
ら、ＮＰＯなどの力も借りて、包括的な相談体制を構築することが必要である。 

小・中学校 

相談される側としても、話しやすい、相談しやすい学校となれるよう、教員一人ひと
りの教育者としての資質の向上を図っていきたい。 

高等学校 

市民が困ったことを相談する時どこに相談すれば良いか１本化する仕組みを考える。
24 時間体制のＡＩ等による受付体制をつくり、関係部署へ振り分ける。ＡＩの受付段
階で処理できる内容であれば即対応、人の手を介して行う案件は通常勤務時間に電話
やメール等の折り返しにより対応。電話やメールの対応を 24 時間可能にすることが、
困った時にいつでも相談できる体制として利用者に認知してもらいやすいと考える。 

大学 

 

■ 今後の方向性について  

今後の方向性 団体名 

子どもから高齢者、障がいのある人を含め、さまざまな福祉課題に対して適切かつ確
実な支援につなげられるよう、地域住民による支え合いと行政による公的な支援の連
携により、地域を「支える力」の強化を目的とした包括的支援体制を構築する。 

福祉課 

今後は「自助」「共助」「協働」の考え方が必要であると考えるが、その意識を浸透さ
せることが課題である。 

地域包括 
支援センター 

まずは気軽に話ができ、悩み相談ができる環境づくりが必要だと思う。地域の園には
行きやすい、相談しやすいかもしれないので、開かれた園作りをすることが大切。 

保育所・こど
も園・幼稚園 
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■ 困ったとき相談できる窓口（身近な相談体制）について今後取り組むべきこと  

困ったとき相談できる窓口（身近な相談体制）について今後取り組むべきこと 団体名 

いつでも立ち寄れる、相談しやすい環境づくり。地域の方が集う仲間づくり（サロン

等）。相談できる窓口（行政や民間）の土・日・祝祭日の開設や対応について考えるべ

き。どんな相談内容であっても、住まいに一番近い施設や事業所に駆け込めば、初回

の相談に応じてくれ、適切な窓口につなげることができる機能を備えたら良いと思

う。地域住民は何も分からなくても、そばに頼れるところがあるだけで安心できるの

ではないか。 

老人福祉事業
協会 

職員に相談があれば、関係機関につなぐことができるが、民生委員・児童委員の方で

も地域ケア会議で相談窓口を知らない方もいたので、相談窓口等の発信を強化し、地

域の方に周知することが必要。 

老人福祉事業
協会 

子どもと障がい児とでは市役所でも担当課が変わってくる。障がい児と障がい者でも

制度が違って、どこの窓口に行けば良いのか分からない。市の担当者や相談支援専門

員が変わると手続きのスピードや理解度が低くなる。障がい児を持つ親が持てるよう

なハンドブックがあればと思う。 

こども連絡会 

それぞれの窓口がどのような相談を受けてくれるのか連絡会で共有したり、課題提起

をしてもらいたい。各相談体制や窓口は、あくまでも形だけになっていないか。全事

業所が頼れる窓口となっているか疑問。 

サービス管理
責任者連絡会 

 

■ 今後の方向性について  

今後の方向性 団体名 

市民が福祉を身近に感じる地域づくり。地域サポート施設の活動。24 時間、見守り訪

問の対応。買い物、通院、銀行への付き添い。シニア雇用の活用により対応する。 

介護者教室の活動。活動回数を増やしていく（コロナ禍の状況を踏まえて実施）。出前

講座（介護保険制度・介護予防・認知症・高齢者介護・栄養・医療に関する講座）を

各地区へ出向いて日常の困りごと等を気軽に相談できる場所を作っていきたい。 

コロナ禍の影響で活動が困難と考えるのではなく、地域での助け合い（共助）を強化

することが大切だと感じる。また、そのお手伝いを在宅介護支援センター職員ができ

たらと思う。 

老人福祉事業
協会 

切れ目のない支援体制の確立。「サポートファイル」を活用し、障がいがあってもかけ

がえのない一人の人として、必要な支援を受けられる体制の確立が必要。 
こども連絡会 

利用者が安心して暮らし続けることができるための資源の一つとして、各事業所が横

のつながりを持ちながら活動をしていく。利用者や家族が抱える困りごとを共有し、

必要時には行政等へ働きかける機能を持つ。利用者の地域での暮らしという視点でも

話し合えるような活動にしていく。 

サービス管理
責任者連絡会 
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 ③ 福祉関連団体 

■ 早急に取りかかるべき課題や問題点とその解決策  

早急に取りかかるべき課題や問題点 課題や問題点に対する解決策 団体名 

コロナ禍によりこれまで以上に「社会的

孤立」に陥るリスクが高まっている。8050

問題、ひきこもりなどの実態把握は早急

に取り組む必要がある。 

地縁組織の消滅など「地域」に対する住民

意識の変容に加え、コロナ禍によりこれ

までの地域のつながりが途絶えるリスク

がある。身近な地域で住民同士がつなが

るきっかけづくりや新たな関係性の構築

に向けた取り組みが必要。地域福祉を推

進するためには人が必要。人材が定着し、

育つだけの安定的な公費補助（受託）が現

状は乏しい。 

社会福祉協議会 

少子高齢化の進展、ライフスタイルの変

化などを背景に、地域コミュニティの様

相が変化している。自治会未加入世帯の

増加、（ひとり暮らし）高齢化世帯の増加、

自治会会員の減少（集落維持の担い手減

少）。 

自治会役員に求められる役割が増加する

一方で、その役割を果たせる人材が不足

している。防災、防犯、高齢化対策など、

地域課題は多様化しているが、自治会や

既存団体の役員だけでは到底解決が困難

な状況となっており、役職を持った人だ

けではなく、地域の多様な人材を巻き込

む仕組みづくりが必要である。従来の地

域づくりを支えてきた既存団体・役員（自

治会、老人クラブ、女性団体、消防団、民

生委員・児童委員、保体役員など）との関

係性を踏まえた整理が必要。 

自治会、地域

づくり協議会 

各種団体のリーダーの育成強化。 

共助のあり方が地域の活性化につなが

る。地域と行政が話し合える場があるこ

と。 

老人クラブ連

合会 

子どもが巻き込まれる死亡事故の発生抑

止。 

各単位ＰＴＡでは、交通安全運動の街頭

立番を実施していますが、危険個所等の

検討が必要。 

連合ＰＴＡ 

ＰＴＡ役員就任を拒む事例がある。 
保護者に負担をかけないための取り決め

事項を策定する等の対応が必要。 
連合ＰＴＡ 

高齢者だけの世帯（１人暮らしの高齢者

の方）の増加、買い物難民（交通）の増加、

自治会未加入者の増加による地域の担い

手不足、農地（管理されていない）や荒れ

た土地や空き家の増加。 

全国的な問題でもあるので、他県での取

り組みについても参考にすることが必要

だと思う。 

民生委員・児

童委員連合会 

各種団体の地域を担う役員等が高齢のた

め、団体の運営ができなくなって団体が

消滅しそうになっている。 

― 
身体障害者福

祉協会 

会員数の減少や高齢になった会員とのつ

ながりの維持。 

学齢期部があるので若いお母さんたちは

割と多いが、高齢になった会員さんは退

会の連絡もないので、会報は届けている

が、どう過ごしているのか分からない。学

齢期より問題は深い。 

手をつなぐ育

成会 

会員の高齢化、会員数の停滞・固定化な

ど。コロナ禍によりこれまで行えていた

交流が行いづらくなっている。地域の家

族会が縮小することにより、県・国に対す

る活動が低調になっている。 

セルフヘルプグループ活動を支援する体

制や仕組みづくり。 
みはら家族会 
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早急に取りかかるべき課題や問題点 課題や問題点に対する解決策 団体名 

「ひきこもり・不登校のための相談」に係

る課題、問題点など、本人や家族が相談を

受けることにためらいがある。 

事務所に相談会場の表示はせず、今以上

に相談者が行き来しやすいところを考え

る。 

ＮＰＯ法人ソ

ーシャルデザ

インセンター

淡路 

家族・親族などが障がい（者）に対する間

違った思い込みや誤解があること。 

人にはみんな個性があること、障がい

（者）にも各々個性があること、人はみん

な幸せを求めている、「誰もが仕事や役割

を持ち、皆が幸せを実感できる社会・地域

をつくろう」と語り続けていく。 

ＮＰＯ法人ソ

ーシャルデザ

インセンター

淡路 

催し物や体験会などを広報やチラシで見

たときに、参加したいと思っても移動手

段の選択肢が少ない。移動手段があった

としても障がいを持った方が安心して、

手軽に使えるサービスがない。自由に受

けられるサービスがない。 

移動支援などは時間の縛りやお金がかか

るため、何度も使えない実情がある。市が

行っている「おもいやりポイント」のよう

に若い世代が移動支援をできるような仕

組みづくりや、スムーズにできるような

研修などがあればと思う。 

ＮＰＯ法人コ

ミュニティス

ペースエモラ

ボ 

― 

いきいき百歳体操のサポーターの方は地

域活動に協力的な方が多いので、サポー

ターの方や活動場所で窓口の設置や相談

先の電話番号の掲示をさせてもらう。 

ＮＰＯ法人コ

ミュニティス

ペースエモラ

ボ 

高齢者世帯の増加。 

地域でのつながりがしっかりあると安心

して暮らせると思うが、個人情報の保護

がいわれるので、近所でも訪ねるのに気

が引ける。もっとつながりができる取り

組みが必要。 

いずみ会 

活動の継続に向けた活動費・場所等の確

保。 

機材が壊れると購入費が高いので、活動

費の安定した確保が必要。今は学校の教

室を借りて活動しているが、気兼ねする

ので安定した活動場所の確保が必要。長

く活動を続けるためにも、当番制にした

り、２か月に１回の活動にするなど負担

にならないよう工夫している。 

ひこばえグル

ープ 

活動の継続に向けた連携の強化。 

もう少し地域の中小企業の方に参加して

いただきたい。メーカーや卸との問題が

あるかとは思うが、地域にとって中小企

業が持つ役割は大きいと思う。 

フードバンク

淡路島 

 

■ 困ったとき相談できる窓口（身近な相談体制）について今後取り組むべきこと  

困ったとき相談できる窓口（身近な相談体制）について今後取り組むべきこと 団体名 

一人ひとりの生きづらさや困りごとを早期発見できる地域力や丸ごと受け止められ

る身近な相談窓口の設置と支援できる仕組み、基幹的な機関の設置と必要な人材の配

置・育成。 

社会福祉協議会 

住民の受援力、福祉力を高める学び・気づきの機会創出。 社会福祉協議会 

教育現場や農業・漁業ほか各業界で起きている問題や福祉的課題を共有する場づく

り。 
社会福祉協議会 

属性にとらわれることなく世帯まるごと課題を受け止められる福祉職の育成。 社会福祉協議会 

地域づくり協議会の事務局であり、市民にとって近い窓口である市民交流センターの

活用について検討が必要だと思う。現在、市民交流センターの業務は非常に範囲が広

い状況なので、業務過多にならないよう、活用にあたっては整理が必要である。 

自治会、地域

づくり協議会 

自治体・老人クラブ・民生委員・児童委員の各組織で、相談者の世間体の壁を薄くす

る絆づくりが必要。日常の付き合いで窓口を選べる相談体制をつくる。 

老人クラブ連

合会 
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困ったとき相談できる窓口（身近な相談体制）について今後取り組むべきこと 団体名 

困った時、相談できる窓口や体制が整っていないため、各ＰＴＡのネットワークづく

りが必要。 
連合ＰＴＡ 

福祉に関する相談は、個人情報などで相談しにくい状況がある。個人の方から行政、

社協などに相談しやすい環境整備、環境づくりにも何か工夫することが必要。 

民生委員・児

童委員連合会 

障がいのある人が大きな不安を感じることがあった時に、そのことについて詳しい相

談員がいてくれると安心感が増すと思う。例えば、入園入学前の相談とか障害基礎年

金の申請時の相談、成年後見制度の相談など。 

手をつなぐ育

成会 

家族会等へのつながりを持つ家族や当事者は全体のごく一部であり、社会とのつなが

りを持てないまま孤立していく家族が多いので、入院中から地域での暮らしまでを伴

走してサポートする専門職がいると良い。情報提供だけでは、つながるべきところへ

はつながらない。 

みはら家族会 

精神障がいの発症時（特に新規発症）においては、どこに何を訊けば良いのか分らな

い場合が多い。発症時の親は現役世代ということもあり、平日に相談に出向くことが

難しいので、土日に相談できる窓口があると良い。また、精神障がいに関することを、

身近な人や窓口に相談できるような世の中になると良い。まだまだ差別や偏見に満ち

あふれており、そういう社会で孤立を深める当事者・家族が多くいる。 

みはら家族会 

洲本市・淡路市ではネットワーク参加機関が少なく、各市ごとでのネットワーク参加

の促進が必要。2021 年度中にＳＯＤＡから洲本・淡路両市担当部局（市長・教育長等）

に協議、早期にコーディネートを行って組織構築を図る。 

ＮＰＯ法人ソ

ーシャルデザ

インセンター

淡路 

どこに相談したら良いか、窓口がどこにあるか知らない人、情報が届いていない人が

いる。また、周りからみてサポートが必要と思っても本人が必要と感じていない場合

もある。地域で小さなコミュニティを充実していくのであれば、小さい単位で各種支

援制度などの勉強会を自治会やＰＴＡなどの役職がついている人たちに行い、さらに

その人たちが小さい単位で情報共有会などをしていく必要がある。 

ＮＰＯ法人コ

ミュニティス

ペースエモラ

ボ 

行政が合併してから公的なところが遠くなり、不安を感じている人が多い。電話など

での相談ではなく、訪ねてくれる人の設置などがあると良いのではないか。 
いずみ会 

困った時に“聞いてもらえるところがある”ということで安心できると思う。グルー

プで活動しているので、グループ内でも相談している。 

ひこばえグル

ープ 

近所とのつながりをバランスよく持つことが必要。そのためには、一番身近な民生委

員・児童委員がもっと役割を果たしやすくなる環境をつくるとともに、学校の先生が

子どもの異変に気付いた時、状況を知らせることができるような仕組みを強化してい

く必要がある。歯科健診や身体検査等、学校医や学校薬剤師等が子どもの異変を受け

取るチャンスは多い。この方々からの情報提供も拾いながら、もっと深く見守るため

に毎年行われる学校保健会で議論し、情報を共有して各機関が連携し、支援を進める

必要がある。 

フードバンク

淡路島 

離島(沼島)に介護サービス業者等がもっと出向き、淡路島内と同等に近いサービスを

受けることができるよう、生活に支障がないよう考えるべきだと思う。故郷の島で在

宅治療ができることは島民の願い。コストはかかっても、必要な人のところへ地元企

業が貢献してほしい。行政に任せきりではなく、市内の企業になんとか動いてほしい。 

フードバンク

淡路島 

 

■ 今後の方向性について  

今後の方向性 団体名 

課題解決に向けた住民主体による見守り支え合いのネットワークづくりや、住民と福

祉職など多職種、異業種間が協働できるネットワークづくり。 
社会福祉協議会 

地域福祉に関わる団体（行政も含めて）それぞれの取り組み内容を共有し、役割分担、

連携体制などの整理が必要。その上で、市民に対しても市広報、ＨＰ、ＳＮＳ等を活

用して継続的に情報発信を図っていくことが重要である。 

自治会、地域

づくり協議会 

連携体制をとったとしても、増加している地域課題解決への対応は難しいと思うの

で、既存団体の連携体制を築いた上で、関係人口、市内外の事業者など、多様な人材

を巻き込む仕組みも同時に検討していくことが必要である。 

自治会、地域

づくり協議会 
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今後の方向性 団体名 

少子高齢化問題については、高齢者の健康維持に力を入れるべき。社会保障費の削減

にもつながる。住み慣れた地域で生活ができれば、社会参加が可能である。 

老人クラブ連

合会 

高齢者が増えてきたことで、空き家や墓の管理・清掃、田の管理や草刈り等の依頼が

増えてきている。都会では電球を変える等のちょっとした困りごとの仕事も受けてい

る。今後は、そのような仕事内容も受けていけるように検討していきたい。 

シルバー人材

センター 

インターネットを利用したネットワークづくりが必要。 連合ＰＴＡ 

行政、社協、関係団体、民生委員・児童委員などが連携して福祉向上に引き続き取り

組む必要がある。また、福祉は多くのボランティアの参加が必要となるので、参加し

やすい環境整備・環境づくり（経済面を含め）が大事。（例えば、有償ボランティアや

ポイント制度のポイントの引き上げなど） 

民生委員・児

童委員連合会 

コロナの出現により、今までの考え方や活動を見直す時ではないかと思う。障がいの

方の家族という同じ立場の者同士で協力し合い、支え合うことは変わらず続けていく

が、今後は、防災や本人や家族の高齢化について一緒に考えていきたい。 

手をつなぐ育

成会 

体験した者しか分からない回復までのエピソードを語る「追体験の場」など、精神保

健に関して学ぶ機会づくり。特に中高生には予防的な視点から「こころの健康」につ

いて学ぶ機会づくり。これらはいずれも精神障がいについて正しく理解することを目

的とする。セルフヘルプグループの価値を発信する。 

みはら家族会 

年齢的にみて、不自然と思われる子への経済的支援をしている親には「制度・分野ご

との縦割り」や「支え手・受け手の関係」を超えて、地域住民や地域の多様な主体（地

域共生社会）の一員である「近隣や友人・知人」が親しく関わり合う行動を起こすこ

とができる仕組みを作ることで、きっとその家族の積年の悩みや問題を解決できる糸

口になると考える。 

ＮＰＯ法人ソ

ーシャルデザ

インセンター

淡路 

人口減少とも相まって空き家率は上昇している。世帯員より棟数の方が多い家もあ

る。超高齢化・超少子化へと進む中、「お金さえあれば何でもできる」的な考えを改め

て、我が家の敷地に建てられた空き家の有効利活用として、就学児童を抱えて家を探

す子育てカップルのために簡易な契約で借家として提供してあげることが、その親子

にとっても喜びとなる。8050 問題と同様、近隣の人たちがその取り次ぎと支援ができ

るシステムが構築できないかと考える。 

ＮＰＯ法人ソ

ーシャルデザ

インセンター

淡路 

地域福祉の充実化のためには、すべての世代が地域福祉の意味を理解し、かつ一緒に

世代を越えて活動をしていく必要があると思う。常に自分が当事者のつもりで行動で

きるよう、世代間交流を意識した活動（ユニバーサルスポーツを利用した活動、地域

の芸能祭の参加、地域おこし少年隊など）を継続して行い、賛同する仲間を増やして

いきたい。 

ＮＰＯ法人コ

ミュニティス

ペースエモラ

ボ 

市役所、スーパー、医療機関等、日常に必要なところにはバスなどで出かけられるよ

うにする。どんな人にも、住んで良かった、良いまちだと思ってもらえる対応が大切。 
いずみ会 

これからは有償ボランティアという形も必要だと思う。いざという時のボランティア

の力は大きい。そのような時のためにも日頃から活動する人を増やしていくことが必

要だと思う。活動しやすい工夫をしながら負担のない活動をしていきたい。 

ひこばえグル

ープ 

市長の言う『最強の市役所』のように、私たちも『最高の市民』を目指すべきではな

いか。人口減少・少子高齢化・景気の低迷に災害、これに打ち勝つよう、子どもたち

が大人になる前に共存を重んじる社会づくりが必要。情報や問題を共有し、各分野が

それに真摯に取り組み、１つ１つ解決できるように協力が必要だと思う。 

フードバンク

淡路島 
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 ④ 商工・経済・産業関係団体 

■ 早急に取りかかるべき課題や問題点とその解決策  

早急に取りかかるべき課題や問題点 課題や問題点に対する解決策 団体名 

農業者においては比較的地域のつながりが強

いように感じるが、若年層では地域のつなが

りが弱く、重要視していない方が多いように

感じる。 

地域福祉について、当事者にならない

と重要性が感じられない方が多いの

ではないか。 

あわじ島農協 

後継者不足。高齢化が進み、若い人が少ない。 ― 南あわじ漁協 

事業所支援をしているが、コロナで収益が出

せないところも多い。給付金や協力金の対象

にならない事業所もある。倒産しているとこ

ろは少ないが、今後融資の償還等が始まった

時に収益を上げられていなければ、返済でき

ずに生活が苦しくなることも考えられる。 

― 商工会 

買い物が困難な方へのサポート。 

コープこうべ宅配利用に際して、注文

方法、配達の仕組みなどを、組合員に

いち早く知っていただく。 

生協コープこ

うべ協同購入

センター淡路 

 

■ 困ったとき相談できる窓口（身近な相談体制）について今後取り組むべきこと  

困ったとき相談できる窓口（身近な相談体制）について今後取り組むべきこと 団体名 

相談窓口がどこなのか、些細なことでも相談して良いのか等、周知が行き渡ってない。

相談窓口と何か他の要素など（カフェ・サロン）を組み合わせ、相談窓口を身近なも

のとして認識してもらうなどの取り組みが必要ではないか。ＪＡであれば、外務員が

顧客宅へ出向くことが多いが、そこで相談を受けた場合、立場上対応に限界があるの

で、公的機関へつなげていけるような仕組みづくりがあれば良い。 

あわじ島農協 

コロナの影響で魚価が下がっている。支援金等の申込みも多く、収入が減少している

漁師も多い。このような状況が続くと、生活に影響の出る漁師も多くなる。そのよう

な場合は相談先として、行政や社協の情報も伝えていきたい。 

南あわじ漁協 

まずはどんなことをしているところか知ってもらう必要があると思う。知り合いに聞

いてや、地域の役員が声をかけて相談に来る場合も多い。情報発信が必要。 

コロナ禍以降、会員は微増しており、県下でも加入は増えている。再加入する事業所

もあり、手厚い支援を求めている。相談するハードルが高いように思う。相談したい

人の掘り起こしのためのイベント的なものの開催等、困った人が相談しやすい体制づ

くりが必要だと思う。 

商工会 

コープこうべの宅配では、訪問組合員からの対応が優先となると思うが、そのスタン

スで良いのか。配達担当者が、訪問組合員の認知症などへの対応で困った時に、行政、

社協へ連携することが必要だと思う。近くに親戚がいるだとか、配達担当者の把握に

も限界がある。 

生協コープこ

うべ協同購入

センター淡路 

 

■ 今後の方向性について  

今後の方向性 団体名 

少しでも多くの人に地域福祉について興味を持ってもらい、他人事ではなく、一人ひ

とりのこととして認識してもらうこと。 
あわじ島農協 

以前は地域振興（商工祭や講演会など）が多かったが、今は事業所への支援が主な活

動にシフトチェンジしてきているので、今後もそこに力を入れていきたい。 
商工会 

高齢化社会に対して、コープのデジタル化にどう対応していくか。 

生協コープこ

うべ協同購入

センター淡路 
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（３）地区懇談会 

地域福祉の主体である地域住民が「自分たちの地域をどうしたいか」を話し合い、意見を交換

する場として、また、地域内のさまざまな福祉活動者や当事者、施設などが連携するきっかけと

なる機会づくりとして、市内４地区において実施しました。 

 

■実施の概要 

・実施地区：緑地区、西淡地区、三原地区、南淡地区 

・実施日程：令和３年（2021 年）８月４日（水）、８月 10 日（火） 

・参加人数：緑地区 10名、西淡地区７名、三原地区 14名、南淡地区 17 名 

・協議テーマ 

○困っている人を見逃さず、困りごとをキャッチするにはどういうことができる？ 

○障がいのある人、高齢の人も暮らしやすいまちにするには自分たちに何ができる？ 

 

 ① 緑地区 

■ 困っている人を見逃さず、困りごとをキャッチするにはどういうことができる？ 

項目 内容 

日頃からの見守

り、声かけ 

・隣人の日々の生活の把握（ポストの様子、電気の点け消しができているか等）。 
・“何に困っているのか”自体分かり合うことは難しい、自ら地域の方、頼れる方

を探す。 
・適切な距離感を持って気にかける。 
・独居高齢者の見守り。 
・リアルな事実（貧困・介護など）を伝える。 
・困った時に使えるような目印や旗の活用（例：徳島祖谷地方の見守り旗）。 

交流の場への 

参加の促進 

・地区の子どもの日、祭りの子どもの行事や子ども会などで、地域のことを知る。 
・人のつながるきっかけづくり⇒自治会活動、子ども会。 
・役員が大変と思い若者が拒む傾向にあるが、地区の行事への参加は住民同士のつ

ながりの場であることを周知する。 

各種団体の連携 

・隣保長が情報をまとめ次へつなげる。 
・自治会でリーダーシップをとり、状況を変えていく。 
・市との連携、個人情報を信頼して提供してほしい。 
・自治会（長）の情報把握。 

その他 
・困った時の相談窓口がどこなのか知られていないので周知を行う。 
・世代で考え方が違うので、キャッチの仕方にも工夫が必要。 

 

■ 障がいのある人、高齢の人も暮らしやすいまちにするには自分たちに何ができる？ 

項目 内容 

声かけ・交流の

場の確保など 

・人との接点を見つけて“つながる”まず人と交流する（会話する）。 
・人の交流が強いと助け合いができる。 
・互いに良い距離感を保ちながら必要な時に関わっていく。 
・いきいき百歳体操、サロンなども世代を広げて集まる場として作っていく。 
・独居高齢者の訪問。 
・色々な世代間交流（ボッチャなど）、年賀状のやりとり（子どもから高齢者）。 

各種団体の強化 
・地域のリーダーシップ（地区長の参加を）。 
・地区長が継続的に関われる体制づくり。 
・自治会が活発的になればスムーズに進んでいくのではないか。 

個人の取り組み 
・地域のいいところを知る。 
・楽観的に考えることでポジティブに捉えて生活する。 
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項目 内容 

交通手段の確保 

・コミュニティバスの範囲拡大（市域を超えて）。 
・シルバー人材センター登録の方でタクシーなど運転できれば。 
・淡路市長沢地区では地域住民が交代しながらバスを運転して外出している⇒誰

でも利用しやすいようにできたらな。 

 

 

 ② 西淡地区 

■ 困っている人を見逃さず、困りごとをキャッチするにはどういうことができる？ 

項目 内容 

相談機関・窓口

の充実 

・ワンストップの所があれば、適切な所につながっていく。 
・仕組み以外で拾いあげる必要がある、来られない人が来られる場が必要。 
・法律相談に行っても（お金のこと）解決できていないケース。 
・コロナの影響もあるかもしれないが、意見を言う場がない。諦めずに話し続けら

れる場が必要。 

団体の活動 

・個人情報の問題があり教えてもらえない情報がある、隣保の付き合いが少ない。 
・地区の付き合いが希薄になっている、仲間内に入れない人をどうフォローする

か。 
・やりたい人だけでやる方がいいのか、やりたくない人が入っていると活発な動き

ができないのでは。 
・ボランティア団体としてもう少し活動を広げていってはどうか、出ていない人を

集めてカフェをするなど。 

日頃からの見守

り、声かけ 

・隣近所の方が集まれるコミュニティがあれば、顔を合わす場（百歳体操、グラウ
ンドゴルフ等）（仕組みを作るのは難しい）があると情報収集できる。 

・ＳＮＳに頼りすぎない、本来大事なのは民生委員・児童委員や隣近所なので、顔
つなぎが大事、近隣とのつながりが大事。 

・本人に会って世間話をするとポロポロと出てくる。 

 

■ 障がいのある人、高齢の人も暮らしやすいまちにするには自分たちに何ができる？ 

項目 内容 

声かけ・交流の

場の確保など 

・何が「暮らしやすい」のか、まず声を聞くべきではないか。 
・障がいのある人と実際に接する場（福祉学習 etc.）が必要。子どもだけでなく、

ＰＴＡ（大人）の参加があると良い。 
・月１回集まれる場を作っていく。 
・コミュニケーションとれる場が必要。 
・身近な人が一番状況を知っており、気軽につないでもらえる存在にならなければ

窓口を設けてもきてもらえない。 
・公的サービスを使っている人がいるが、それだけではまかなえない部分が把握で

きていない。 

団体同士の交流

の場 

・ＰＴＡ、自治会で話し合う場（機会）があると良い（困りごと、悩み）。 
・声をひろう場、つながる場があっても大きな仕組み（災害時対応など）がないの

で行政につくってほしい。 
・気軽に相談してもらえるように関係づくりに力を入れる。 

活躍の場の確保 
・農業、ボランティアなど活躍できる場、能力を生かせる場を広げ、みんなが（生

きがいが大事）見えると良い、尊重する。 

行政による支援 ・情報 etc.知らない人にはフォローが必要（農協や商工会につながれば良い）。 
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 ③ 三原地区 

■ 困っている人を見逃さず、困りごとをキャッチするにはどういうことができる？ 

項目 内容 

日頃からの見守

り、声かけ 

・広報を持って町内会長が困っている人に配布する。 
・宅配時の安否確認、体調への変化に気を配る（新聞が溜まっていないかなど）。

担当者がほぼ決まっているため関係性がある、先週分の宅配が残っているなど
の報告を通じて把握できた事例もある。 

・関わりが苦手な人がいることを把握しているだけでも孤立を防げるのでは。 
・地域の民生委員・児童委員に言いやすい環境を作っていく。 
・困りごとはどこまで踏み込んで良いか分からない。心の健康を保てるよう、常に

コミュニケーションに努める。 

交流の場への 

参加の促進 

・若い人と年配の人との関わりが大事、地域の高齢者に子どもを見てもらうなど。 
・地域の伝統芸能などを年配の人から若い人へ指導をする（例：田植、絵本の読み

聞かせ、祭りの唄など）。 
・人のつながりがないと情報が入ってこない、集落の人、地域のことを知ること。 
・お互いのつながりをつくっていく、出会う場、活躍の場を確保する。 
・困りごとの吸い上げに地区の集まりを生かす。 

相談場所・窓口

の充実 

・地域の公民館は人目があり相談に行っていると分かるので行きづらい。 
・メールや電話などの敷居の低い相談場所、旧町単位で相談窓口があれば良い。 
・電話で事前に対応してくれるか確認できると良い、最初に対応する人が大事なの

で、対応する職員のスキルアップを図る。 
・地元の付き合いがない人の「いざとなったら助けてくれ」は難しいので、そうい

う人こそ相談窓口につなぐ。 

関係団体・機関

との連携 

・病院と連携した心のケアを行う。 
・自治会、民生委員・児童委員との連携。 
・老人会、子ども会など横のつながりをつくり、それぞれの課題を共有する。 

情報提供 
・福祉施設、サービスの周知不足。 
・訪問看護ステーションを認知（周知）してもらうと助けることはできる。 

 

■ 障がいのある人、高齢の人も暮らしやすいまちにするには自分たちに何ができる？ 

項目 内容 

声かけ・交流の

場の確保など 

・今の子どもたちは体験学習等をしているが、当事者の人を目にすることが少な
い、学び・ふれあいの機会がなかった世代もある。 

・小さい時の体験が大事なので、習慣を身につける。 
・小さい集まり単位で関わりを持つ。 
・負担を地域で分担。 
・横断歩道で立っていても車は止まってくれない。歩行者優先が守られていない。

思いやりのある運転をしてほしい。 
・障がいを隠す人も多いが、知っていれば見守り・手助けができる。声をかけて良

いのか、まわりに伝えることも必要。 

相談窓口の充実 
・電話だけでなく、メール等の手段も選択できるような、それぞれのニーズに合っ

た窓口の設置。 
・公民館規模でなく、各地区集会所規模での出張相談窓口（歩いて行ける距離に）。 

情報提供・共有 
・介護保険以外の制度の情報共有（障がい福祉サービス、児童など）。 
・情報を知らない人にどうやって制度、サービスを知ってもらうか。 
・サービスのよりよい充実（デイサービス等の制度の情報提供）。 

各種制度の活用 
・民生委員・児童委員の制度を有効に使う。すぐには変わらない、地域の蓄積があ

ってこそ。 
・島内で医療が完結できる体制づくり。 
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 ④ 南淡地区 

■ 困っている人を見逃さず、困りごとをキャッチするにはどういうことができる？ 

項目 内容 

日頃からの見守

り、声かけ 

・一人で悩んでしまわないように、まずは声をかける。 
・どこに相談したらいいか分からない人が多いと思うので、近所づきあいは無理せ

ずとも、近隣住人が困っていそうな人をキャッチして、情報をどこに伝えればい
いかを共有するシステムを作る（近所の人に見守ってもらい、民生委員・児童委
員等に必ず報告をしてもらう仕組みづくり）。 

・隣近所との付き合いをわずらわしいと思う方が困っている方だったりするが、あ
いさつ、声をかけてくれると、知られたくない意識が和らぐ。 

・田舎の「隣の人に言ったら恥ずかしい」という意識の変革。 
・一斉清掃や納涼祭以外での隣近所とのつながり。 
・あいさつもしない者同士だと、困りごとのキャッチがしにくい。 
・本当に困っている人が自治会にも入会しない（近所づきあいをしたくない）。 
・町内会費の集金は年単位でなく、変わりがないか確認のために毎月集める。 

相談機関・窓口

の充実 

・市役所だと安心（近所の人に言って話が広がってしまうことを不安視）。 
・守秘義務があるので安心してくださいということを伝えていく。 
・価値観の違う世代の困りごとをキャッチする仕組み。 
・若い人ほどネットで解決している。 

交流の場への 

参加の促進 

・接点がない人の困りごとは拾いにくいので、行事等を開いて子どもから引っ張っ
て関係づくりをしていく。 

・ちょっとした困りごとの場合、専門性の敷居が高いので、気軽に話し合える場所、
敷居を下げる場が必要。 

・ひとり暮らしの方は民生委員・児童委員さんへ相談がある（民生委員・児童委員
による訪問）。 

各種団体等との 

連携 

・民生委員・児童委員や自治会長から困っていそうな方を紐づける。 
・福祉関係者がもっと外に出る。待っていても誰も来ない、よろずや的な、困りご

との早期発見の環境。 

 

■ 障がいのある人、高齢の人も暮らしやすいまちにするには自分たちに何ができる？ 

項目 内容 

声かけ・交流の 

場の確保など 

・関わりを持ちにくい人でも行事等で関わりを作っていく。 
・関係を深くするのではなく、どんな人なのかを知るための関係づくりを進める。 
・地域で見守る。 
・つながる場所があれば、気軽に寄るところがあれば良い。 
・障がいのある人について、いざという時のために地域の人がアンテナを張って 

おく。 
・ひとり暮らしの人が亡くなっていても分からない、市の情報端末を安否確認の手

段に使う。 

生きがいづくり 

・高齢者が有償で働ける場の確保。 
・高齢者の人も楽しみを持つことが大切（水族館、ゲートボール etc.）。 
・生きがいを持って活動できるまちづくりが大事。 
・近所づきあいの中でのポイント制度など、頼む側も頼みやすい仕組みをつくる。 

各種機関との 

連携 

・世代でコミュニティが違うので、若い人たちにうまく情報が伝わっていない。 
・学校や保育園を切り口に、学校のプリント等を活用する。 

各種団体への 

支援 

・サークル活動などのリーダーを育てる。 
・各地区のサロンやサークルを盛り上げ続ける。 
・人を集めるためにはリーダーシップのある方の協力が必要。 

行政による支援 
・将来的にらんらんバスを増やすなど、買い物への足（手段）を考える。 
・車がないと移動できない、安くタクシーや小型車などを使えるような、出かけや

すくなるような仕組みを考える。 
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３ 地域福祉の推進に向けた課題 

 

■ 地域との連携の希薄化を防ぐ“地域力”の強化 

少子高齢化等に伴う高齢者のひとり暮らしの増加や核家族化等により、自治会への加入者の減

少や地域との付き合いが希薄化している現状があります。また、個人情報保護の壁もあり、同じ

地域にどのような人が住んでいるのか把握が難しい状況があります。 

市民アンケート調査においては、近所との付き合いがある人が大半を占めている一方で、年代

別にみると、若い世代で近所との付き合いや自治会への加入が少なくなっています。 

また、地区懇談会においても、近年では隣保の付き合いが少なく、地区の付き合いが希薄化し

てきていると感じている人が多く、仲間内に入れない人をどうフォローしていくかを課題として

挙げている人も多くみられ、地域の人が気軽に会話ができる場が求められています。 

 

●地域に合った取り組みを進めていくためには、住民の声を聞き、実情を知ることが不可欠

であり、住民自身も自分の住むまちに対して関心を持ち、地域交流を行う必要があります。 

●高齢者や障がいのある人、子育て中の保護者や子ども等が気軽に集えるサロン活動や、健

康づくりや生きがいづくりに関する活動など、地域で自主的に実施し、集まって話す機会

や場所を確保する継続的な取り組みを進めていく必要があります。 

 

■ 地域で介護や介助を必要とする人の増加 

老人福祉計画・介護保険事業計画や障害者計画・障害（児）福祉計画等の個別計画においては、

地域包括ケアシステムの構築など、施設サービスの充実の視点から生活支援の充実に移行してお

り、できる限り住み慣れた地域での生活を推進しています。しかしながら、高齢者のみの世帯や

障がいのある人の世帯など、何らかの支援がないと地域生活を維持することが難しい場合があり

ます。 

本市では、介護や介助を必要とする要支援・要介護認定を受けている人の割合は県に比べて低

く、横ばい傾向となっていますが、今後の高齢化に伴い、人数の増加が見込まれます。また、高

齢化に伴い、認知症の高齢者等も増加しています。 

また、市民アンケート調査では、年代が高くなるほど災害時における一人での避難が難しく、

80 歳以上の４割以上は一人で避難できないと回答しています。避難の手助けとともに、安否確認

や情報伝達などの声かけが求められています。 

 

●高齢者が被害に遭う犯罪や高齢者が加害者となる事故等も増えており、災害時に一人での

避難が困難な人への支援、犯罪などから身の安全を守るための支援について、その効果的

な方法等について検討をしていく必要があります。 
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■ 市民が抱える福祉課題の多様化 

市民の生活様式や考え方の多様化に伴い、子どもや高齢者などの社会的弱者への虐待・権利侵

害、孤独死、貧困を含む低所得の問題、ひきこもり、8050 問題、ダブルケア・ヤングケアラーな

ど、市民が抱える課題も複雑化・多様化してきています。 

一方で、個人情報保護の壁により、地域の人や地域活動を担う人にはその内容が把握できてい

ないことも多くなっています。地区懇談会においても、自ら声を挙げられる人だけでなく、個人

や家庭で抱え込んでしまっている人への支援の必要性についての意見がありました。 

 

●地域の中で安定した暮らしを営めるよう、身近なところで相談のできる場所や機会づくり

は重要な役割を担うため、地域の相談窓口について積極的な情報発信が必要です。 

●複雑多様化してきた相談内容にも柔軟に対応するため、各相談窓口の連携を図るとともに、

専門的な相談にも対応できる人材を育てていく必要があります。 

●他機関との連携・協働により、支援が必要であるにもかかわらず届いていない人に対して

も、アウトリーチを用いた多面的アプローチを行うなど、積極的に情報や支援・サービス

を届けていく必要があります。 

 

 

■ 情報アクセシビリティの向上 

行政では多様な福祉サービスの提供や、多様な団体が福祉活動を実施していますが、その情報

を得ることができなければ、活用することはできません。どんなサービスがあり、どういう人が

利用できるのか、どんな団体がどのような活動をしているのか、サービスの内容や申請方法、活

動団体の内容や参加方法等についての積極的な情報公開を行う必要があります。 

市民アンケート調査において、成年後見制度や生活困窮者自立支援法などの認知度は低く、内

容まで知っている人はともに２割程度となっています。制度やサービスの詳細な内容は、実際に

困ったときに知れば良いと考えている人が多いことが考えられます。また、地域における身近な

相談相手である民生委員・児童委員についても、年代が低いほど認知度が低いことから、福祉や

地域に関することを我が事と感じていない人が多いことが考えられます。 

 

●性別や年代等に関わらず、すべての住民に万遍なく情報発信をする必要があります。 

●だれにでも分かりやすく各サービスの内容や情報が行きわたるよう、ライフステージや当

事者の立場を考慮した効果的な情報発信方法について検討していく必要があります。 
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■ 活動団体等の減少・高齢化 

ボランティア団体や地域の活動団体においては参加者が固定化しており、また、登録等はして

いても参加していない人も多くなっています。また、活動者自身の高齢化に伴い、登録者・参加

者自体が減少傾向にあります。加えて、新規登録・参加の人数は少なく、新たな人材の確保や次

のリーダーの育成が課題となっています。 

地区懇談会においては、地域のそれぞれの団体がそれぞれで活発に活動をしているものの、災

害時対応においては連携・協働して取り組む大きな仕組みが必要との声がありました。また、日

頃から、地域の課題や気になる人について、情報共有を行うなど、声をひろう場やつながる場が

必要との声も多く挙がりました。 

 

●ボランティア団体や地域の活動団体等の活動が果たす役割はますます重要となっていく

ことから、活動情報を提供して活動内容をＰＲするなど、協働・連携して取り組んでいく

必要があります。 

●いざという時に連携が図れるよう、地域の活動団体同士が定期的に集まって情報交換を行

うなど、横のつながりを持つために支援をしていく必要があります。 

 

 

■ 新型コロナウイルス感染拡大に伴う影響への対応 

新型コロナウイルス感染症の拡大により、地域住民の集いの場や訪問活動など、人と人との対

面での交流を伴う活動などを自粛することとなった一方で、電話やオンラインでの交流の増加な

ど、これをきっかけとして、人と人との関わり方は多様化してきています。 

市民アンケート調査においても、新型コロナウイルス感染拡大により、外出の機会や友人との

コミュニケーションが減少し、人との交流を避けるようになったと回答した人が多くなっていま

す。一方で、行動範囲を狭めた分、それぞれの家庭でのコミュニケーションが増えたと回答した

人も多く、住まいや居住する地域など、身近な範囲への関心やつながりを深める機会となった人

も見受けられます。 

また、活動団体においては、交流を伴う活動が自粛される中で、地域におけるつながりを維持

するためにさまざまな工夫を行っています。 

 

●感染症対策を徹底しつつ、「新しい生活様式」を取り入れた活動の展開を模索しながら、必

要な取り組みを継続していくための情報提供や支援について検討していく必要がありま

す。 

●身近な地域で住民同士がつながるきっかけづくりや新たな関係性の構築に向けて、コロナ

禍における課題や取り組みの工夫などについて、情報を共有しておく必要があります。 
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第３章 計画の基本的な考え方 

 

１ 基本理念 

 

地域には、高齢者や障がいのある人、子育て中の人、生活に困窮している人など、さまざまな人

が生活しています。それらの人々が抱える生活課題は複雑・多様化しており、地域に住む一人ひと

りが相互に支え合える地域づくりが求められています。 

本計画では、地域に住むさまざまな人や組織、関係団体、事業所などと行政が協働して、市民全

体が、互いにかかわりあって、助け合い、ふれあい、自分らしく暮らすことができる福祉のまちづ

くりをめざし、以下のように基本理念を定めます。 

 

市民だれもが助け合う ふれあい 共生のまち 南あわじ 
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２ 基本目標 

 

基本理念の実現に向けて、以下の３つの基本目標を掲げ、施策を推進していきます。 

 

基本目標１ 地域の未来を担う人づくり 

地域福祉を推進するためには、一人ひとりが地域福祉の担い手として、できる範囲で活動をは

じめることが重要です。そのため、福祉の心を身につけ実践につなげていくことができるよう、

きっかけづくりを中心として福祉への理解促進につながる取り組みを進めます。 

また、地域にはさまざまな人が多様性を持ちながら暮らしています。自分以外の人のことを考

えるちょっとした気配りや思いやりの大切さの普及に努め、困っている人がいたら自然に手を貸

すことができるような「心のバリアフリー」などを意識し、その多様性について理解を深め、認

め合いながら、お互いが支え合い安心して暮らせるまちにするため、福祉の意識を高めていく取

り組みを進めます。 

 
課題 

 

取り組みの方向性 

○市民の地域に対する関心の高揚 

○地域における地域住民の自主的な活動

の継続 

○地域団体等の減少・高齢化に対応した 

新たな担い手の育成 

（１）福祉意識の醸成 

（２）地域活動への市民参画 

（３）福祉活動の担い手づくり 

 

 

基本目標２ 地域で互いに支え合う仕組みづくり 

地域福祉活動を進めるにあたり、市民一人ひとりが地域の一員であることを自覚することが必

要です。そのため、人と人との交流を深め、市民同士の良好な関係の構築に向けて、地域を知り、

地域福祉活動に参加するように働きかけます。 

また、地域で活動する団体において重要な役割を担う人材の担い手不足が課題としてあること

から、さまざまな機会を捉えて人材の発掘と育成を行いながら、学校や福祉施設、民間事業者等

の関係機関・団体との連携・協働を支援し、ボランティア等の活動を推進します。 

 
課題 

 

取り組みの方向性 

○身近なところで相談できる機会づくり 

○多様化・複雑化する生活課題に対する各

相談窓口の連携、人材育成 

○支援が必要な人へのアウトリーチを用

いた多面的アプローチ 

○ボランティア団体や地域の活動団体等

の連携の強化 

（１）地域のつながりづくり 

（２）相談支援体制の整備 

（３）多様な福祉サービスの育成・支援 

（４）地域福祉団体・社会福祉協議会へ 

の支援 
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基本目標３ 安心して暮らせる環境づくり 

地域の中で安定した暮らしを営み、お互いに支え合っていくためには、身近な地域で相談ので

きる場や機会が必要です。そのため、窓口の充実や相談員の資質向上などに努め、誰もが気軽に

相談できる体制づくりを進めるとともに、情報提供の内容や手段などを工夫しながら、必要な情

報が容易に入手できる環境づくりを進めます。 

また、近年多発している自然災害に備え、避難行動要支援者の避難体制の整備や災害ボランテ

ィア本部体制の強化を通じて、子どもから高齢者、障がいを持つ方など地域に暮らす、すべての

人が安心して生活ができる環境づくりを進めます。 

 
課題 

 

取り組みの方向性 

○ライフステージや当事者の立場を考慮

した効果的な情報発信 

○支援が必要な人に必要な支援が届くよ

うな情報提供の充実 

○災害時に一人での避難が困難な人への

支援 

（１）情報提供体制の充実 

（２）あらゆる人に対する権利擁護の推進 

（３）防災・防犯に対する体制の充実 
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３ 施策の体系 

 

基本目標 施策の方向性 主な取り組み 

１ 

地域の未来を担う 

人づくり 

(1) 
福祉意識の醸成 

①福祉に関する教育・学習の場の推進 

②福祉に関する積極的な情報提供 

(2) 
地域活動への市民参画 

①市民参画への意識啓発 

②市民参画のための体制づくり 

③南あわじ市の特性を活用した地域活動の検討 

④活動拠点の整備 

(3) 
福祉活動の担い手づくり 

①地域活動を担う人材の育成 

②ボランティア活動の普及・啓発 

③参加につなげる仕組みづくり 

④地域活動を推進するリーダーの発掘・育成 

２ 

地域で互いに支え 

合う仕組みづくり (1) 
地域のつながりづくり 

①地域の組織・団体の連携 

②地域住民同士の交流促進 

③社会参加の促進 

④世代間交流の促進 

⑤交通手段確保のための対策の検討 

(2) 
相談支援体制の整備 

①相談支援体制の整備 

②自治会、民生委員・児童委員等との連携 

(3) 
多様な福祉サービスの 
育成・支援 

①ボランティア等への活動支援の充実 

②事業者等への支援の充実 

(4) 
地域福祉団体・社会福祉 
協議会への支援 

①地域活動に関わる各種団体への支援 

②社会福祉協議会の活動への支援 

③福祉事業所や社会福祉法人連絡協議会への支援 

３ 

安心して暮らせる 

環境づくり 

(1) 
情報提供体制の充実 

①情報提供体制の充実 

②関係機関との連携 

(2) 
あらゆる人に対する権利 
擁護の推進 

①成年後見制度の周知と利用者への支援 

②日常生活自立支援事業の基盤整備 

③各種制度の適切な運用 

(3) 
防災・防犯に対する体制 
の充実 

①防災・防犯等に関する情報提供 

②地域の防災・防犯活動への支援 
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第４章 施策の展開 

 

基本目標１ 地域の未来を担う人づくり 

 

（１）福祉意識の醸成 

人権三法や女性、子ども、高齢者、外国人、性的マイノリティ、過ちから立ち直るために社会

的更生に取り組む人などに関わる問題など、社会的弱者に対する偏見や差別のない地域をつくる

ためには、重要な地域生活課題として位置付けることが必要です。これらの地域生活課題を解決

し、地域共生社会の実現に向けては、同じ地域に住む者として、住民同士で助け合い、意識を高

めることが必要です。 

身近な地域において、子どもや子育て中の人、高齢者や障がいのある人にとって、安全な移動

が妨げられている場面もみられます。一般的なマナーやルールをきちんと守ることや、自分以外

の人のことを考えるちょっとした配慮や思いやりを持って、みんなで「心のユニバーサルデザイ

ン（自分以外の人のことを考えるちょっとした気配り）」を実践し、誰もが気持ちよく安心して生

活できる環境をつくる必要があります。 

また、一人ひとりが地域福祉の担い手であるという意識を持って生活していくためには、小さ

な頃から自然に福祉の心を身につけることが必要です。大人になってからは、その心にさらに磨

きをかけ、実践活動につなげていく必要があります。 

 
《めざす姿》 

お互いに理解し、思いやりのこころを持ちましょう 

 
《取り組み内容》 

取り組み 内容 

福祉に関する教育・学

習の場の促進 

 幼少期から成人期、高齢期に至るまで、すべての生活面において

相手の立場を理解しようとする思いやりと優しさをはぐくむ学校教

育や生涯学習の充実を図ります。また、ワークショップや参加型学

習会の実施など、市民がより主体的に参加でき、学べる場の充実に

努めます。 

福祉に関する積極的な

情報提供 

 福祉による地域づくりに関する啓発活動や情報の提供を行うこと

で、市全体の福祉意識の醸成に努めます。また、さまざまな媒体を

通して市内の活動事例を紹介するなど、わかりやすい情報提供に努

めます。 
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（２）地域活動への市民参画 

地域福祉を推進するためには、一人ひとりが地域福祉の担い手として、できる範囲の活動を始

めることが重要なポイントです。 

高齢者や障がいのある人への理解が深まり、ノーマライゼーションという概念は広まりつつあ

るものの、まだまだ十分浸透していない状況にあります。子どもや高齢者、障がいのある人に対

する虐待等も社会問題となっています。虐待の報告件数は氷山の一角であり、実際にはかなりの

件数があるのではないかという危機感も指摘されており、虐待等の社会問題に対しては、地域住

民の理解・協力と関係機関等との連携がますます必要です。 

また、地域住民として、地域活動にも積極的に参加することが求められます。そのため、人と

人との交流を通じた住民同士の良好な関係の構築に向けて、地域を知り、地域福祉活動に参加す

るように働きかけていきます。 

 
《めざす姿》 

住民、福祉事業者、企業、商店など、みんなが一緒になって地域活動に参加しましょう 

 
《取り組み内容》 

取り組み 内容 

市民参画の意識啓発 

 各種計画等に対するアンケート及び意見募集の実施等を通して、

市民と行政の協働による魅力あるまちづくりを推進していくため、

市民に対して、市の計画づくりや事業への参加・参画について普及

啓発を行い、まちづくりへの関心を高めます。 

市民参画のための体制

づくり 

 各種計画等に対するアンケート及び意見募集の実施等を通して、

市における事業の計画、実施、評価について、市民が参画でき、十

分に意見が反映される体制づくりを行います。 

南あわじ市の特性を活

用した地域活動の検討 

 「南あわじ市食育推進計画」との整合性を図り、南あわじ「食の

ネットワーク」活動等による機会を活用しながら、農業・漁業等の

生産に関わる人や団体同士など、「食」を通じた教育、地産地消、健

康づくり等の取り組みから、地域の人が交流する機会を充実させま

す。また、世代間交流やコミュニティの形成、人づくりなど、「食」

に関するあらゆる場を活用した地域福祉の推進を検討します。 

活動拠点の整備 

 市民交流センターをはじめとした、地域のさまざまな資源を活用

した活動拠点づくりや、交流、支え合い活動の場づくりへの支援を

行います。 

 また、既存の活動拠点に対しては、人材育成や活動の活性化、ボ

ランティア活動に関する情報提供など、活動の継続及び活動拠点の

機能向上を支援します。 
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（３）福祉活動の担い手づくり 

社会環境の変化に伴い、専門的な知識や経験を持った人材による手助けが必要な場面が増えて

きています。 

関心は高くても、時間の制約があったり、はじめの一歩が踏み出せなかったりする人が多いこ

とから、福祉について学ぶきっかけや、地域の福祉活動を知り、福祉に理解を深め行動するきっ

かけづくりを進める必要があります。 

そのため、福祉に携わる職員の資質向上や新たな人材を育成し確保するほか、有資格者、技能

者を発掘するため、資格取得や専門的な知識の習得を支援する仕組みづくりを進めるとともに、

新たな地域生活課題への対応に向けた人材等のネットワーク化を図る必要があります。 

 
《めざす姿》 

地域住民相互のたすけあい活動により、 

身近なところで助け合う体制づくりを進めましょう 

 
《取り組み内容》 

取り組み 内容 

地域活動を担う人材の

育成 

 地域の社会福祉法人やボランティア団体と連携して、地域で身近

な福祉活動を担う人材の育成を支援します。 

 また、新たな人材の確保に向けて、資格取得や専門的な知識の習

得を支援する仕組みづくりを進めます。 

ボランティア活動の普

及・啓発 

 ボランティア活動への補助を実施するなど、関係機関との連携の

もと、広報誌やホームページ等を活用し、市民に対しボランティア

活動の普及・啓発を図ります。 

参加につなげる仕組み

づくり 

 地域活動を通して、個々人の生きがいや達成感を見出すことがで

きることを周知し、市民が地域活動に参加する意識を高めます。ま

た、地域活動への参加のきっかけづくりとなる講座や体験事業など

をより一層充実し、市民が地域活動に参加する仕組みづくりに努め

ます。 

地域活動を推進するリ

ーダーの発掘・育成 

 市民の主体的な支え合い、助け合いを促進するため、地域活動を

推進するリーダーとしてボランティア活動に意欲の高い市民や、サ

ロン等で主体的に活動をしている市民を発掘・育成する取り組みを

支援します。 
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基本目標２ 地域で互いに支え合う仕組みづくり 

 

（１）地域のつながりづくり 

私たちの住んでいる地域はどんな地域なのか、どんな人が暮らしているのか、もっと地域のこ

とに関心を持ち、性別や年齢、国籍、障がいの有無に関係なく、親しく付き合うことができる地

域づくりを進めるとともに、お互いに助け合って生活することができる関係を築くことが大切で

す。 

地区懇談会では、住民間や地域の支援組織・団体間における情報交換や課題共有の必要性が挙

げられました。専門機関等に出向いての相談をためらう人もいることが予想されることから、相

談の場だけでなく、地域の交流機会等を活用し、市民が主体的に生活課題の解決に向けて取り組

んでいくことが必要です。また、相談を受けた側もその問題を抱え込むのではなく、必要な情報

の提供や課題を抱えた人が適切な支援を受けられるようにつなげていくことが重要です。 

 
《めざす姿》 

近所づきあいや日常的な見守り活動を通して、地域のつながりを強め、 

身近な人のちょっとした変化・異変に気づき、声をかけ、必要な支援につなげましょう 

 
《取り組み内容》 

取り組み 内容 

地域の組織・団体の連

携 

 ボランティア団体など地域内で活動している各種団体の交流によ

り情報交換や地域の課題を共有するなど、多様化した問題の解決を

図るための協力・連携体制づくりを支援し、ネットワークの形成に

努めます。 

 また、地域福祉を推進する上で社会福祉協議会を中心的な組織と

位置づけ、地域福祉活動を推進していくために相互に連携を図りま

す。 

地域住民同士の交流促

進 

 ご近所同士のあたたかい関係づくりに向けて啓発を行っていくと

ともに、さまざまな機会を通して声かけやあいさつ、近所づきあい、

見守りなどを大切にしていく機運を高めます。 

 また、新型コロナウイルスを想定した「新しい生活様式」を取り

入れた実施方法を検討するとともに、オンラインでの交流や見守り

など、ＩＣＴツールを活用した新たなつながりの仕組みを検討して

いきます。 
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取り組み 内容 

社会参加の促進 

 地域の独居高齢者や障がいのある人、子育て中の親子など、孤立

しやすい人々が社会参加できる機会を増やすことで、孤立感の解消

や生きがいづくり、健康づくり、介護・認知症の予防などにつなげ

ます。 

 また、不登校や引きこもりなど、社会に馴染めない生きづらさを

抱えた人の居場所づくりを進めます。 

世代間交流の促進 

 年齢や障がいの有無に関係なく、あらゆる人々が交流し、高齢者

や障がいのある人にとっては生きがいづくりに、子どもにとっては

社会性、協調性を養うことにつながるよう、高齢者の知恵や技能を

活用した交流や、地域の伝統文化、歴史に触れる活動、親子のふれ

あいの場の増加など、全世代的な交流活動を促進します。 

交通手段確保のための

対策の検討 

 「らん・らんバス」では高齢者及び障がいのある人への運賃を無

料化する等の取り組みはありますが、公共交通の確保が困難な地域

では、行政や交通事業者だけの取り組みには限界があります。その

ため、現在本市における望ましい公共交通のあり方や、基本方針を

示す基本的な計画の策定を検討しており、この計画等との整合性を

図りながら、企業、福祉関連事業者、地域団体、市民等のそれぞれ

が各々の役割と責任を果たせるような方策を検討し、課題解決に努

めます。 
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（２）相談支援体制の整備 

近年では、「地域共生社会」という考え方が打ち出されており、地域のだれもが住み慣れた地域

でつながりを保ちながら、豊かな地域社会をつくっていくことが求められています。 

改正社会福祉法では、地域の人々の抱える課題が複雑化・多様化する中で、制度や分野の縦割

りを超えた「地域共生社会」の実現に向け、『重層的支援体制整備事業』が創設されました。 

従来の分野別の支援体制において、複合的な課題や狭間のニーズに対応するため、「属性を問わ

ない相談支援」、「参加支援」、「地域づくりに向けた支援」の３つの支援を一体的に実施すること

が必須とされています。 

本市においても、市全体として本人の気持ちを尊重し、寄り添いながら支援を進めていくため

に、地域住民や地域の関係機関等と議論・調整を行い、考え方や進め方などを共有しながら進め

ていく必要があります。 

 
《めざす姿》 

ありふれた日常の中で「ちょっと助けて」と言える関係を築きましょう 

 
《取り組み内容》 

取り組み 内容 

相談支援体制の整備 

 庁内の相談機能や支援体制のより一層の充実を目的に、「属性にと

らわれない」、「断らない」相談体制である『包括的支援体制』を構

築するとともに各機関の連携を深め、必要に応じて専門機関にスム

ーズにつなげられる体制づくりに努めます。また、相談を受ける職

員一人ひとりについても専門性の向上をめざします。 

 『重層的支援体制整備事業』の実施に向けた検討を行い、研修等

への参加や関係機関との協議を行います。 

 また、支援が必要であるにも関わらず、相談がないケースや支援

が届いていないケースに対して、アウトリーチや各種相談窓口、支

援の周知など、支援者側からの働きかけを行っていきます。 

自治会、民生委員・児童

委員等との連携 

 地域における身近な相談機能として、自治会や民生委員・児童委

員等との連携を強化し、情報提供や活動支援を推進していきます。 
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（３）多様な福祉サービスの育成・支援 

介護保険制度や障害者総合支援法に基づく支援制度などのサービスをはじめ市で提供してい

る各種福祉サービスがありますが、これらのサービスでは対応できない潜在化した生活課題があ

ります。 

これからの少子高齢社会は、既存の公的サービスの充実だけでなく、公的な福祉サービスだけ

では対応できない多様化・複雑化した生活課題への対応やきめ細かいサービスが求められると考

えます。 

これらの住民一人ひとりの要望や生活実態をより正確に把握するためには、隣近所の声かけや

見守り活動などの地域の協力も必要になります。また、一人ひとりの状況に合わせたサービスを

提供するためには、公的サービスだけではなく、市民・行政・事業者などが互いに助け合い、支

え合っていくことが重要です。 

 
《めざす姿》 

さまざまな支援の連携により、誰もが自分らしく地域で暮らしましょう 

 
《取り組み内容》 

取り組み 内容 

ボランティア等への活

動支援の充実 

 ボランティア等が行う福祉サービスについて、研修の実施や情報

の提供を行うなど、福祉に関わるサービスの全体的な充実を図りま

す。 

事業者等への支援の充

実 

 市では事業者の適正な運営と質の向上のための情報提供を実施す

るとともに、意見交換の場の確保に努めています。 

 サービス提供事業者等に対し、必要に応じて適切な運営指導や勉

強会を行うなど、連携を図りながら、福祉サービスの質の向上を促

します。 
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（４）地域福祉団体・社会福祉協議会への支援 

地域において福祉活動を行っている団体は、社会福祉協議会をはじめ、自治会、企業・事業者、

ボランティア団体、障がい者団体、自主防災組織等があり、それぞれがさまざまな活動を行って

います。また、取り組んでいる分野も、高齢者や障がいのある人に対する支援、防災・防犯、地

域の清掃・美化など多岐にわたっていますが、ＰＲが十分に行えていないため、どんな団体があ

り、どんな活動をしているのか、十分知られていない団体もあるのが現状です。 

地域住民の参加や理解、協力を得て、地域で積極的な活動を行うため、各団体が連携しながら、

地域住民との交流を深めていくことが求められています。また、各団体の活動を通して、支援を

必要としている人が、地域の中で自立した生活が送れるように支援するとともに、住民や地域に

対して積極的にＰＲし、参加や理解、協力を求めることが必要です。 

 
《めざす姿》 

制度の狭間の課題に、みんなで協力して取り組みましょう 

 
《取り組み内容》 

取り組み 内容 

地域活動に関わる各種

団体への支援 

 地域活動に関わる各種団体が活動に必要な知識や技術を身につけ

るための研修や講座の開催を支援します。また、地域活動団体が活

発な活動を行うため、国、県、市等の補助制度について情報提供を

行います。 

 また、継続的に地域活動を行えるよう、各種団体間の情報共有を

支援するなど、ネットワークの強化を図ります。 

社会福祉協議会の活動

への支援 

 福祉コミュニティ推進事業の補助を実施するなど、社会福祉協議

会の基盤の整備強化に努めるとともに、地域福祉を推進するための

財源の確保や、市民参画の促進などを支援します。また、地域活動

団体や地域住民の活動について、各々の自主性を尊重しつつ、活動

の支援・助言を行います。 

福祉事業所や社会福祉

法人連絡協議会（ほっ

とかへんネット）への

支援 

 市内の社会福祉法人（11 法人）では、すべての施設で社会的孤立・

生活困窮者などあらゆる相談をいったん受け止め、各法人のネット

ワークを活用した支え合い活動・地域づくり活動を進める中で、こ

れらの問題を解決できる仕組みづくりを目指し、「ほっとかへんネッ

ト」を創設しています。 

 これらの活動について、支援・連携を行っていきます。 
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基本目標３ 安心して暮らせる環境づくり 

 

（１）情報提供体制の充実 

どんなサービスがあるのか、どういう人が利用できるのかなど、制度やサービスに関する情報

が行き届いておらず、支援やサービスを必要としている人が必要な制度やサービスを利用できて

いない状況が考えられます。 

誰にでも分かりやすく各サービスの内容や情報が行きわたるよう、当事者の立場を考慮するな

ど、情報提供の手段や内容などを充実していく必要があります。 

 
《めざす姿》 

広報紙などを読み、関心を持って情報を得るようにしましょう 

 
《取り組み内容》 

取り組み 内容 

情報提供体制の充実 

 広報誌や市の窓口をはじめ、パンフレットやインターネットなど、

多様な媒体の活用を通して、福祉サービス・制度等の周知徹底を図

ります。 

 また、年齢や国籍、障がいの有無に関わらず、すべての人が円滑

に情報を取得・利用できるよう、それぞれの特性に応じた必要な配

慮を行います。 

関係機関との連携 

 保健・医療・福祉に関する必要なサービスの情報がいつでも、ど

こでも入手できるよう、関係機関と連携し情報提供体制を整備して

いきます。 
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（２）あらゆる人に対する権利擁護の推進 

人権三法の問題をはじめ、女性、子ども、高齢者、外国人、性的マイノリティ、過ちから立ち

直るために社会的更生に取り組む人など、あらゆる差別や偏見に基づく行為は、他人の人格や尊

厳を傷つけるものであり、決して許されないものです。 

近年では、情報化社会の進展に伴うインターネット上の差別書き込みの増加、また、新型コロ

ナウイルス感染症の罹患者やその家族、医療従事者に対する差別も社会問題となっているところ

です。 

国では、平成 28 年（2016 年）４月に「障害を理由とする差別の解消の推進に関する法律」、６

月に「本邦外出身者に対する不当な差別的言動の解消に向けた取組の推進に関する法律」、12 月

に「部落差別の解消の推進に関する法律」という、差別を解消するための３つの法律が施行され

ました。本市においても、引き続き人権教育研究協議会や社会福祉協議会等の関係機関と連携し、

当たり前の権利が守られる社会の実現のため、権利擁護につながるさまざまな施策に取り組みま

す。 

 
《めざす姿》 

さまざまな困難を抱える人の人権を尊重する意識を定着させましょう 

 
《取り組み内容》 

取り組み 内容 

成年後見制度の周知と

利用者への支援 

 成年後見制度について周知啓発を行い、適切な利用促進を図りま

す。また、地域包括支援センターや障害者基幹相談支援センター及

び民生委員・児童委員と連携して、利用しやすい基盤整備を図ると

ともに、対象者の把握や利用者支援を推進します。 

 また、権利擁護支援を必要とする方を迅速に適切な支援につなげ

ることができるよう、全体のコーディネートを担う「中核機関」の

設置に向けて検討を行います。 

日常生活自立支援事業

の基盤整備 

 判断能力が十分でない人が地域において自立して生活ができるよ

う、福祉サービスの利用援助や金銭管理など利用者の権利を擁護す

るため、社会福祉協議会が実施する日常生活自立支援事業について、

普及、啓発を図ります。 

各種制度の適切な運用 
 民生委員・児童委員などの関係機関と連携しながら、生活保護制

度をはじめとした各種事業の適切な運営を図ります。 
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（３）防災・防犯に対する体制の充実 

災害等の発生時には、マニュアルどおりに行動できない可能性はあるものの、いざというとき

に役立つ知識を身につけておき、地域の力で救助や避難ができる体制を確立しておく必要があり

ます。そのためには、防災訓練や災害に備えた体制づくりが必要です。 

市では、支援がなければ避難できない在宅の方で、かつ、家族等による必要な支援が受けられ

ない方等を対象に、「避難行動要支援者名簿」の作成を行っています。この名簿による登録者の情

報を防災関係機関等と共有し、災害時における情報の伝達や安否確認、避難支援などに活用する

とともに、日頃の見守り活動や助け合い活動に活用していく必要があります。 

また、災害時には避難情報や災害情報が的確に伝わる連絡体制の整備を望む人が最も多く、必

要な人に必要な情報が届くよう、的確な情報伝達を行っていく必要があります。そのためには、

障がいの有無やその特性に応じた配慮についても工夫が必要です。 

 
《めざす姿》 

一人ひとりの防災意識や地域の防災力を高めるとともに、 

非常時や緊急時に、地域で助け合う体制を整えましょう 

 
《取り組み内容》 

取り組み 内容 

防災・防犯等に関する

情報提供 

 防災や防犯に関する緊急情報を迅速に地域に知らせられるよう、

体制づくりに努めます。また、災害時の避難場所についても、市民

が確実に情報を得られるような情報提供体制を検討します。 

地域の防災・防犯活動

への支援 

 地域の自治会、自主防災組織、消防団等を中心に、防災・防犯活

動に対し支援を行います。また、地域における既存の活動の充実を

通して、災害時や緊急時における市民同士の相互扶助の仕組みづく

りを促進するための支援を行います。 

 さらに、災害時の避難に支援が必要な人に対しては、名簿作成だ

けでなく、一人ひとりの状況の把握を行うとともに、個別避難計画

の作成に取り組みます。 
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第５章 計画の推進に向けて 

 

１ 計画の周知 

 

地域福祉は、本市で生活を営む地域住民が中心となって進めていくものであるため、一人でも多

くの住民に計画内容の理解と協力を求めていく必要があります。 

広報紙や市のホームページなどを活用し、住民への周知を図るとともに、民生委員・児童委員や

自治会・隣保などに具体的な活動事例などを紹介しながら、理解と協力を求めていきます。 

 

 

２ 協働による計画の推進（それぞれの役割） 

 

本計画を推進していくために、住民・地域組織、福祉サービス事業者、社会福祉協議会及び行政

が、計画で位置づけられたそれぞれの取り組みを認識し、施策を展開する中で連携し、協働して進

めます。 

 

（１）市民の役割 

市民一人ひとりが福祉に対する意識や認識を高め、地域社会の構成員のひとりであることを自

覚することが大切です。 

困っている人がいれば、支援を求め合える・支え合える地域関係をつくっていくため、地域社

会の構成員のひとりとして、声かけやあいさつ、ちょっとした手伝いなど自分がすぐにでも取り

組めることから始め、各種研修や講座、地域での集まり、地域活動、ボランティア活動などへ積

極的に参加するなど、活動へつながる第一歩を踏み出していくことが期待されます。 

 

（２）民生委員・児童委員の役割 

民生委員・児童委員は、地域の人々が自立して暮らすためのさまざまな支援を行うとともに、

安心して暮らせるまちづくりを進める役割を果たしてきました。民生委員・児童委員には「社会

福祉に関する活動を行う者」として地域福祉の推進に努めることが期待されています。 

また、虐待や暴力、ホームレス等の問題をはじめ、現在の公的な制度では対応が困難な問題を

抱えている人などを早期発見・相談・支援へとつなぐ、より地域に密着した身近な地域福祉の担

い手として期待されています。 

 

（３）自治会・隣保の役割 

地域福祉を推進していくうえで、地域の防災・防犯活動や住民相互の親睦を深める交流活動な

どについては、自治会・隣保の役割がより一層重要となっています。さらに、民生委員・児童委

員とも連携を深めながら、より安全で住みよい、魅力あふれる地域づくりに取り組むことが期待

されています。 
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（４）老人クラブの役割 

老人クラブは、高齢者の健康づくりや生きがいだけでなく、高齢者の地域における見守り・友

愛訪問やサロンなど、地域で助け合い・支え合いの活動を担うとともに、高齢者が培ってきた知

識や経験を活かした社会活動を通し、地域づくりを進めていく中で重要な役割を担っています。 

さまざまな活動を進める中において、地域の関係機関・団体等と協働しながら、社会参加によ

る日常生活の困りごとの把握や見守り支援、新たな地域生活課題への対応など、地域活動の担い

手としての機能も期待されています。 

 

（５）ボランティア・ＮＰＯ等の役割 

ボランティア、ＮＰＯは、市民に最も身近な団体であり、市民が活動への第一歩を踏み出すた

めのきっかけを提供する団体として期待されます。 

また、地域でさまざまな福祉活動を行っている団体と連携を図り、活動内容の充実とサービス

の多様化を図り、地域の福祉ニーズヘの対応を図る活動団体としての役割が期待されています。 

 

（６）福祉施設・福祉関係事業者の役割 

福祉関係事業者は、福祉サービスの提供者として、利用者の自立支援、サービスの質の確保、

事業内容やサービス内容の情報提供及び公開、他のサービスとの連携等に取り組むことが求めら

れています。また、福祉施設等においては、施設や施設利用者と地域との距離がより縮まるよう、

積極的な発信を行なうとともに各サービス事業者間や地域との連携を図り、地域福祉の拠点とな

ることが期待されています。 

今後、ますます多様化する福祉ニーズに対応するため、すでに実施している社会貢献事業のさ

らなる充実や新しいサービスの創出を図るとともに、地域の一員として地域活動へ参加し、より

一層の交流や相互の理解が深まることが望まれます。 

 

（７）社会福祉協議会の役割 

市民、事業者、市などがそれぞれの役割を果たすとともに、地域福祉の向上に向けて協働して

取り組むことが必要です。 

今後、地域の福祉活動の推進役である社会福祉協議会が、より一層中心的な役割を果たしてい

くことが求められます。そのため、円滑な福祉活動、福祉サービスの提供が行えるよう、社会福

祉協議会の機能を強化します。 

また、本計画と連動している、地域福祉推進計画を策定し、多くの方が参画する地域福祉を推

進します。 
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（８）行政の役割 

公的な福祉サービスが、必要とするすべての人に行きわたり、適切に利用されるよう、市民や

サービス事業者等と協働しながら、福祉ニーズを把握し、それに応じたサービスが提供される体

制の整備を行っていく役割があります。 

また、市民やボランティア、ＮＰＯ、社会福祉協議会、事業者等の民間団体の地域福祉活動が

活発に行われるよう、普及・啓発や情報提供、支援などの環境整備を行っていく必要があります。 

さらに、公的な福祉サービスと市民やボランティア、ＮＰＯ等の自発的な福祉活動を結びつけ、

調整するなどの中心的な存在としての役割を果たすとともに、さまざまな福祉ニーズに対応でき

る拠点の整備についての必要性も検証し、個性豊かな地域づくりの支援を行っていきます。 

 

 

３ 社会福祉協議会との連携 

 

市民、事業者、市などがそれぞれの役割を果たすとともに、地域福祉の向上に向けて協働して取

り組むことが必要です。 

そのためには、まず地域福祉の推進役である社会福祉協議会が、より一層中心的な役割を果たし

ていくことが求められることから、行政と社会福祉協議会との連携を強化していきます。また、そ

の連携の一環として、社会福祉協議会において策定される「地域福祉推進計画」の実行について支

援します。 

 

 

４ 計画の進行管理と評価 

 

本計画は、「計画（Plan）⇒ 実施（Do）⇒ 点検・評価（Check）⇒ 改善（Action）」のＰＤＣＡ

サイクルに基づき、計画に記載した取り組みについて、定期的に進捗状況の確認及び評価を行い、

計画を着実に推進していきます。 

また、新たな方向性や取り組みなどが出てきた場合には、計画期間中であっても内容の見直しに

柔軟に対応することとし、常に実効性の高い計画となるよう努めます。 
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資料編 

 

１ 計画策定の経過 

 

日 時 項 目 内 容 

令和３年（2021 年） 

２月２日 

第１回 

南あわじ市地域福祉 

計画策定委員会 

○講話「地域福祉計画について」 

【協議事項】 

・地域福祉計画について ・策定スケジュールについて 

・アンケート調査票の内容について 

３月１日～ 

３月 31 日 

市民アンケート調査 

の実施 

市民の地域福祉に関する現状や意見を把握し、市の施策

や計画の基礎資料とするために実施 

（調査の実施・結果概要については、第２章「２ アンケート

調査等からみる南あわじ市の状況」を参照） 

７月 13 日 

第２回 

南あわじ市地域福祉 

計画策定委員会 

○南あわじ市地域福祉計画・社協地域福祉推進計画の 

概要と進捗について（社会福祉協議会と合同開催） 

【グループワーク】 

・地域の現状、活動を進めていく上での課題について 

８月４日・10 日 地区懇談会の実施 

地域住民の意見交換、地域内のさまざまな福祉活動者等

の連携するきっかけづくりとして市内４地区で実施 

（実施・結果概要については、第２章「２ アンケート調査等

からみる南あわじ市の状況」を参照） 

10 月７日 

第３回 

南あわじ市地域福祉 

計画策定委員会 

【協議事項】 

・南あわじ市第２期地域福祉計画の骨子案について 

12 月３日 

第４回 

南あわじ市地域福祉 

計画策定委員会 

【協議事項】 

・南あわじ市第２期地域福祉計画の素案について 

・市民からの意見募集について 

令和４年（2022 年） 

１月１日～ 

１月 31 日 

パブリックコメント

の募集 
 

２月 10 日～ 

２月 22 日 

第５回 

南あわじ市地域福祉 

計画策定委員会 

（書面開催） 

【協議事項】 

・第２期南あわじ市地域福祉計画の承認について 
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２ 南あわじ市地域福祉計画策定委員会条例 

 

(設置) 

第１条 社会福祉法(昭和 26 年法律第 45 号)第 107 条第１項に規定する地域福祉計画を策定するため、

南あわじ市地域福祉計画策定委員会(以下「委員会」という。)を設置する。 

(所掌事務) 

第２条 委員会は、次に掲げる事項について協議する。 

(1) 地域福祉計画の策定に関する調査及び研究に関すること。 

(2) 地域福祉計画の策定に関すること。 

(3) その他市長が必要と認める事項に関すること。 

(組織及び委員) 

第３条 委員会は、委員 20 人以内で組織する。 

２ 委員は、次に掲げる者のうちから市長が委嘱する。 

(1) 地域福祉に優れた識見を有する者 

(2) その他市長が適当と認める者 

３ 委員の任期は、委嘱の日から地域福祉計画が策定されるまでの期間とする。 

４ 委員が欠けた場合における補欠の委員の任期は、前任者の残任期間とする。 

５ 委員は、職務上知り得た秘密を漏らしてはならない。その職を退いた後も同様とする。 

(委員長及び副委員長) 

第４条 委員会に委員長及び副委員長を置き、委員の互選によりこれを定める。 

２ 委員長は、会務を総理し、委員会を代表する。 

３ 副委員長は、委員長を補佐し、委員長に事故があるとき又は欠けたときは、その職務を代理する。 

(会議) 

第５条 委員会の会議は、委員長が召集し、その議長となる。 

２ 委員会は、委員の過半数が出席しなければ、会議を開くことができない。 

３ 委員会の議事は、出席した委員の過半数をもって決し、可否同数のときは、議長の決するところに

よる。 

(関係人の出席) 

第６条 委員会は、必要があると認めるときは、委員以外の者を出席させて意見を聴き、又は必要な書

類の提出及び説明を求めることができる。 

(庶務) 

第７条 委員会の庶務は、市民福祉部福祉課において処理する。 

(委任) 

第８条 この条例に定めるもののほか、委員会の運営に関し必要な事項は、委員長が委員会に諮って定

める。 
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附 則 

(施行期日) 

１ この条例は、公布の日から施行し、平成 22 年４月１日から適用する。 

(会議召集の特例) 

２ 第５条第１項の規定にかかわらず、委員を委嘱した日以後最初に開かれる会議は、市長が召集する。 

附 則（平成 27 年条例第 10 号） 

この条例は、平成 27 年４月１日から施行する。 

附 則（平成 30 年条例第５号） 

この条例は、平成 30 年４月１日から施行する。 
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３ 南あわじ市地域福祉計画策定委員名簿 

 

（順不同・敬称略） 

分野 氏 名 所属・役職 備考 

社会福祉 

杉 山  麻由美 
南あわじ市社会福祉法人連絡協議会 

特別養護老人ホーム緑風館 施設長 
委員長 

山 口  勇 樹 南あわじ市社会福祉協議会 事務局長 副委員長 

山 田    清 南あわじ市民生委員・児童委員連合会 会長  

宮 野  節 子 
南あわじ市民生委員・児童委員連合会 

代表主任児童委員 
 

市 川  富 夫 南あわじ市老人クラブ連合会 会長  

髙 原 良 之 

（R3.2.2～R3.3.31） 
南あわじ市身体障害者福祉協会 会長  

橋 本  剛 旺 

（R3.4.1～R4.3.31） 

岸 上  三 貴 
南あわじ市子育て学習・支援センター 

インストラクター 
 

保健医療 中 村  善 之 訪問看護事業所「看護り処 花もり」所長  

まちづくり 

赤 松  照 美 朗読ボランティア「ひこばえグループ」代表  

杉 本  龍 亮 南あわじ市商工会 専務理事  

楠 木  扶実子 あわじ島農業協同組合 営農課主任  

川 口  佳 子 津井地域づくり協議会 委員  

行政 

亀 山  美矢子 
兵庫県洲本健康福祉事務所 

所長補佐・地域保健課長 
 

西 庄    登 南あわじ市福祉事務所 所長（市民福祉部長）  

 

《アドバイザー》 

分野 氏 名 所属・役職 備考 

学識経験者 戸 田  達 男 兵庫県社会福祉協議会 地域福祉部長  
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４ 用語解説 
 

あ 行 

アウトリーチ 

「手を差しのべること」の意味で、援助が必要であるにも関わらず、自発的に申し出をしない人々に

対して、公共機関などが積極的に働きかけて支援の実現をめざすこと。 
 

ＮＰＯ 

「ＮonProfit Ｏrganization」または「Ｎot-for-Ｐrofit Ｏrganization」の略。民間非営利組織の

ことをいう。営利を目的とせず、公益のために活動する民間団体の総称。 

 

か 行 

核家族 

一組の夫婦と未婚の子からなる家族のこと。日本において少子高齢化の進行により核家族の割合は増

加傾向にある。 
 

協働 

住民・行政・企業など複数の主体が、それぞれの特性を認識し尊重し合い、資源を出し合いながら、

対等な立場で、地域の課題解決など共通の目的に向け、連携・協力すること。 
 

ケアマネジャー 

介護支援専門員。介護保険制度に基づき介護が必要な方や、要介護状態が悪化しないようにケアマネ

ジメントを行う専門職種。 
 

権利擁護 

人間としての権利を保障すること。高齢者や障がいのある人など社会的に不利な立場にある人々に対

する人権侵害（財産侵害や虐待等）を防ぐことや、自己の権利やニーズを表明することが困難な人に代

わって援助者が権利やニーズを表明（代弁）すること。 
 

合理的配慮 

障がいのある方々の人権が障がいのない方々と同じように保障されるとともに、教育や就業、その他

社会生活において平等に参加できるよう、それぞれの障がい特性や困りごとに合わせて行われる配慮の

こと。 
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さ 行 

サロン 

地域の中で仲間づくりや異世代交流等を目的とした、地域住民が運営するふれあいの場のこと。地域

の福祉的な課題の発見や地域活動の組織化、福祉教育の場等へと広がる可能性を持つ。 
 

社会福祉協議会 

住民の福祉向上を目的として、地域住民、公私の福祉関係機関・団体により構成された社会福祉法人。

社会福祉法において、社会福祉協議会が地域福祉推進の核として位置づけられている。 
 

社会福祉法 

わが国における福祉サービスの基礎をなす法律。社会福祉の目的や理念、原則などを盛り込み、社会

福祉事業の範囲や社会福祉協議会、福祉事務所、社会福祉主事、社会福祉法人など、社会福祉の基礎構

造に関する規定とともに、市町村地域福祉計画などの作成その他の地域福祉の推進を図るための規定が

定められている。 
 

新型コロナウイルス感染症 

人に感染する７つ目の「コロナウイルス」として新たに見つかった「新型コロナウイルス（SARS-CoV-

2）」による感染症（COVID-19）のこと。 
 

生活困窮者自立支援制度 

平成 27 年（2015 年）４月から始まった制度で、社会情勢が変化する中で、これまで支援が十分では

なかった生活保護受給者以外で生活に困窮されている人への支援（第２のセーフティネット）を強化す

る趣旨のもの。 
 

生活保護制度 

資産や能力等すべてを活用してもなお生活に困窮する方に対し、困窮の程度に応じて必要な保護を行

い、健康で文化的な最低限度の生活を保障し、その自立を助長する制度。 
 

セーフティネット 

セーフティネット（安全網）とはもともとサーカスの空中ブランコの下に張られたものから由来して

おり、傷病や失業、貧困など個人の生活を脅かすリスクを軽減し、保障を提供する社会的な制度やプロ

グラムを総称してセーフティネットという。 
 

成年後見制度 

知的障がい、精神障がい、認知症等により、判断能力が不十分な成年者を保護するための制度。具体

的には、判断能力が不十分な人について契約の締結等を代わりに行う代理人などを選任したり、本人が

誤った判断に基づいて契約を締結した場合、それを取り消すことができるようにしたりするなど、これ

らの人を不利益から守る制度。 
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相談支援事業所 

日常生活上の支援を必要とする障がいのある人やその家族等に対し、窓口による相談や家庭訪問によ

る相談等を行う事業所。 

 

た 行 

ダブルケア 

親の介護と育児を同時に行うこと。 
 

地域共生社会 

制度・分野ごとの「縦割り」や「支え手」「受け手」という関係を超えて、地域住民や地域の多様な主

体が「我が事」として参画し、人と人、人と資源が世代や分野を超えて「丸ごと」つながることで、住

民一人ひとりの暮らしと生きがい、地域をともに創っていく社会のこと。 
 

地域コミュニティ 

日常生活のふれあいや共同の活動、共通の経験をとおして生み出されるお互いの連帯感や共同意識と

信頼関係を築きながら、自分たちが住んでいる地域をみんなの力で自主的に住みよくしていく地域社会

のこと。 
 

地域包括ケアシステム 

ニーズに応じた住宅が提供されることを基本とした上で、生活上の安全・安心・健康を確保するため

に、医療、介護、福祉サービスを含むさまざまな生活支援サービスが日常生活の場（日常生活圏域）で

適切に提供できるような地域での体制。 
 

地域包括支援センター 

保健師、主任ケアマネジャー、社会福祉士の３職種が配置され、高齢者やその家族からの相談、ケア

プランの作成、介護予防の推進、介護者の支援、認知症ケア、高齢者の権利擁護などに取り組んでいる。 

 

な 行 

認知症 

個人のそれまでに発達した知能が、脳の後天性障がいにより持続的かつ比較的短期間のうちに低下し、

日常生活に支障をきたすようになること。大きく、脳血管性のものとアルツハイマー病に区別される。 
 

ニート 

職に就かず、又求職活動もせず、通学もしていない、15 歳から 34 歳の無業者のこと。 
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ノーマライゼーション 

障がいの有無や性別、年齢の違いなどによって区別をされることなく、子どもも女性も男性もすべて

の人々が、人種や年齢、身体的条件に関わりなく、自分らしく生きたいところで生き、したい仕事や社

会参加ができること。 

 

は 行 

8050 問題（はちまるごーまるもんだい） 

80 代の親とひきこもり状態の 50 代の子が同居する世帯の孤立・困窮化に伴うさまざまな問題。全般

に社会との接点が少なく、高齢の親が無収入の子を預貯金や年金で支えているという世帯が多い。 
 

パブリックコメント 

市の基本的な政策や制度を定める計画や条例を決める際に、案を公表し、市民のみなさまから提出し

ていただいたご意見・情報を考慮して意思決定を行う手続きのこと。 
 

バリアフリー 

もともとは建築用語で障壁となるもの（バリア）を取り除き（フリー）、生活しやすくすることを意味

する。最近では、より広い意味で、高齢者や障がいのある人だけではなく、すべての人にとって日常生

活の中に存在するさまざまな（物理的、制度的、心理的）障壁を除去することの意味合いで用いられて

いる。 
 

ひきこもり 

「さまざまな要因の結果として社会的参加（義務教育を含む就学、非常勤職を含む就労、家庭外での

交遊等）を回避し、原則的には６か月以上にわたって概ね家庭にとどまり続けている状態（他者と交わ

らない形での外出をしてもよい）を指す現象概念」と定義されている。 
 

フリーター 

15～34 歳で、男性は卒業者、女性は卒業者で未婚の者のうち、パート・アルバイトで就業中、または、

完全失業者のうち探している仕事の形態が｢パート・アルバイト」、家事も通学もしていない者のうち、

就業内定しておらず希望する仕事の形態が「パート・アルバイト」の人のこと。 
 

ボランティア 

個人の自由な意思によって、金銭的対価を求めず、社会的貢献を行うこと、及びそれに携わる人のこ

と。ボランティア活動は、「自発性・無償性・利他性」を原則としているが、学校教育等の一環としての

ボランティアや有償ボランティアもある。 
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ま 行 

マニュアル 

一般的には、初心者や未経験者があることを適切に行うための方法や基準、個々の役割等を解説した

文書のこと。 
 

民生委員・児童委員 

民生委員法に基づき、厚生労働大臣が委嘱し、児童福祉法に定める児童委員も兼ねている。職務は、

地域住民の生活状態の把握、要援助者の自立への相談援助・助言、社会福祉事業者または社会福祉活動

者との密接な連携・活動支援、福祉事務所その他の関係行政機関の業務への協力など。 

 

や 行 

ヤングケアラー 

家族の介護や世話に追われる 18 歳未満の若者や子どものこと。 
 

ユニバーサルデザイン 

年齢や性別、文化、言語、国籍、能力、障がいの有無などの違いに関わらず、すべての人が使いやす

いように建築（設備）・製品・情報などを設計（デザイン）すること、またそれを実現するためのプロセ

ス（過程）。 

 

わ 行 

ワークショップ 

多様な価値観や考え方を受け入れ、参加者の立場や年齢の違いに関わらず、誰もが自由に意見を言い

やすく、形式張らないよう工夫された会議の手法。住民参加型のまちづくりなどで、合意形成のために

使われることが多い。 
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